
� 人間による*$5のड༰
経済・社会で広範に使われてきた技術の歴史を振り返ると、汎用的な新技術を社会に取り込むことができたか否

かで、一国又は一地域の盛衰が分かれてきたといえる。
鉄道を例にとると、江戸時代に街道沿いに栄えていた町が、明治～昭和初期にかけて鉄道の敷設を拒否したこと

で衰退していった例がある。自動車を例にとると、英国では1865年に赤旗法が施行された。これは、自動車は郊
外で時速4マイル（6.4km/h）以下、市街では時速2マイル（3.2km/h）の速度制限とし、自動車が走る前方を赤旗
を持った者が先導し、危険物の接近を知らせなければならず、この結果、同国では自動車の普及が遅れたとされる。

新たな汎用技術と期待される人工知能（AI）についても、経済・社会で真に活用されるためには、人々の受容
と理解とが必要と考えられる。

"*ɾϩϘοτのड༰ੑの֤ࠃൺֱ�
人々が人工知能（AI）を、どの程度受容するかに関連

して、ロボットの生活への受容性を日本、米国、ドイツで
比較した調査結果＊1を基に概観すると、いずれの国でも6
～7割が「受け入れられる」と回答しており、抵抗感のあ
る層は少ない（ਤද�������）。

また、一般の生活者がロボットをどう捉えているのか、
「人型ロボット」「お掃除ロボット」「小売店にある誘導ロ
ボット」「工場の組み立てロボット」の4つを見せ、自身
が考えているロボットのイメージと合致するか質問した結
果では、我が国は、米国及びドイツと比較した場合、相対
的に人型ロボットをイメージする割合が高いことがわかる

（ਤද�������）。その考えられる要因として、鉄腕アトム
やドラえもんなどのアニメの影響との指摘がある＊2。

ただし、一般的な生活者がAIについて
十分に理解しているかどうかは注意が必要
である。特に我が国では、ニュースなどで
サービスが取り上げられる際、単にAIを
使っているとの説明にとどまり、サービス
全体のうちのどこでAIを使い、何ができ
て限界は何かまで説明されることは少な
く、もう少しAIへの理解を進めるべきと
の指摘＊4がある。

ਤද������� ϩϘοτのੜ׆のड༰ੑ
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（出典）野村総合研究所（2016）「ロボット・AIに関する日・米・独インター
ネット調査」を基に総務省作成
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（出典）野村総合研究所（2016）「ロボット・AIに関する日・米・独インターネット調査」
を基に総務省作成

＊1	 野村૯߹ڀݚॴ（2016）「ϩϘット・AIに関する日・米・ಠインターネットௐࠪ」株式会社野村૯߹ڀݚॴ『知తࢿ産造』2016年5月号
(https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/publication/chitekishisan/2016/05/cs20160509.pdf)

＊2	 日ށ・୩ࢁ・Ҵ （֞2016）「ϩϘット・AI技術の導入ΛΊ͙る生׆者のड༰ੑと՝　日米ಠ3Χࠃௐࠪからのࣔࠦ」	知తࢿ産造2016年5月号
＊3	 1）　インターネットΛ௨じͯ日本（1390人）、米ࠃ（1369人）、υイπ（1382人）のຬ16～69ࡀの人にௐࠪΛ実ࢪ
	 2）　ͦれͧれϩϘットΛදすը૾Λ提ࣔした্で、「とͯҰகしͯいる」から「とͯҰகしͯいない」までの4ஈ֊ईでճしͯ

らっͯいる
＊4	 ૯省（2019）「デジタルԽによる生׆・ಇきํのӨڹに関するௐࠪڀݚ」༗ࣝ者ώΞリンά（ଂ野大ֶ	தਸจ।ڭत）にͮ͘ج。
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զ͕ࠃの"*ɾϩϘοτड༰にؔ͢るੳ�
我が国を対象とした別の調査＊5から、

AI・ロボットの受容性を概観する。
AI・ロボットが生活にどう影響するかと

いう質問に関して、単純集計した結果では、
学歴が高くなるにつれプラスの影響がある
と回答した割合が高くなっている（ਤද
�������）。また、属性がどのように影響す
るか分析した結果でも、高卒と比べて大卒、
大学院卒がプラスに影響することに加え、
文科系よりも理科系の方がプラスに影響す
ることがわかっている。

AIについて理解することが、AIと人間
とが補完しプラスの影響をもたらすと考え
ることにつながる可能性がうかがわれる。

また、AI・ロボットの仕事への影響に関
して、20代、30代は仕事が失われるおそ
れがあると回答した割合が高くなっている

（ਤද�������）。

ਤද������� A*ɾϩϘοτのࣄのӨڹ
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（出典）森川正之（2017）「人工知能・ロボットと雇用：個人サーベイによる分析」 
経済産業研究所ディスカッションペーパー

ਤද������� A*ɾϩϘοτのੜ׆のӨڹ

A.�ੑผɾֶྺผ
େ͖ͳϓϥε
のӨڹ ϓϥεのӨڹ ͲͪΒͱ

ͳ͍͑ݴ
ϚΠφεの
Өڹ

େ͖ͳϚΠφ
εのӨڹ

ܭྺֶ ����� ����� ����� ���� ����
ɹ͏ͪஉੑ ����� ����� ����� ���� ����
ɹ͏ͪঁੑ ���� ����� ����� ���� ����
খֶߍɾதֶߍ ���� ����� ����� ���� ����
த੍ֶچɾߍߴ ���� ����� ����� ���� ����
ઐֶߍ ���� ����� ����� ���� ����
େɾߴઐ ���� ����� ����� ���� ����
େֶ ����� ����� ����� ���� ����
େֶӃ ����� ����� ����� ���� ����

#.�ྸ֊ผ
େ͖ͳϓϥε
のӨڹ ϓϥεのӨڹ ͲͪΒͱ

ͳ͍͑ݴ
ϚΠφεの
Өڹ

େ͖ͳϚΠφ
εのӨڹ

ྸ֊ܭ ���� ���� ����� ����� �����
20 ���� ���� ����� ����� �����
�0 ���� ���� ����� ����� �����
�0 ���� ���� ����� ����� ����
�0 ���� ���� ����� ����� �����
�0Ҏ্ ���� ���� ����� ����� �����

（出典）森川正之（2017）「人工知能・ロボットと雇用：個人サーベイによる分析」 
経済産業研究所ディスカッションペーパー

＊5	 ਖ਼೭（2017）「人工知・ϩϘットとޏ用ɿݸ人サーϕイによるੳ」経ࡁ産業ڀݚॴディスΧッγϣンϖーύー
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家事又は育児をAI・ロボッ
トに代替できると良いと考え
るかどうかについて、属性が
どのように影響するか分析し
た結果＊6では、年代別では20
代、30代 で あ る こ と が ポ ジ
テ ィ ブ に 影 響 す る こ と が 分
かっている（ਤද�������）。

これらから、若い世代では
他の世代と比較して、平均的
には自身の仕事がAI・ロボッ
トに代替されることへの懸念
が強いこと、一方で生活のう
ちの家事や育児ではAI・ロ
ボットを受容する傾向が示唆
される。

ड༰ੑかΒ͑ߟるຊなΒではの"*׆༻のࣔࠦ�
前述のとおり、特に20～30代の若い世代では、平均的には自身の仕事がAI・ロボットに代替されることへの懸

念が強い。ただし、2019年時点ではAI・ロボットはマクロ的にみて、著しい生産性向上や雇用の代替を起こして
いる状況ではない。

IoTやAIが現場に導入され、かつ実績が出ている企業は限られていると考えられるが、岩本（2018）＊7は、こ
うした大規模製造業の企業へのインタビュー結果の総括として、「現代の日本では、人口減少・少子高齢化により
現場の熟練作業員が不足し、その労働分を機械が代替する、又は多品種少量生産が増え、人間への負荷が増してい
るため、人間を「エンパワー」するために新技術が現場に導入され、現場も歓迎するという方向で導入されてい
る」と指摘している。

加えて、既存の事業にAIを応用することや、ベンチャー企業等がスモールデータを用いて特定の分野における
“小さなAI”を開発すること、こまめにプロダクトアウトし実用の中で技術をブラッシュアップしていく必要性に
ついての指摘もある＊8。

生活者視点で日本でのAI受容が比較的高い理由として、宗教的価値観の違いとの指摘＊9や、またそれゆえに
様々なところにAIが入ることを受け入れる可能性の指摘＊10があることも踏まえると、ユーザーである企業や生活
者が、自らや社会の課題の解決のために、小さなことからでもAIを使ってみることに、日本ならではのAIの活用
への示唆がある可能性がある。
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（出典）森川正之（2017）「人工知能・ロボットと雇用：個人サーベイによる分析」 経済産業研究所ディスカッショ
ンペーパー

＊6	 ۩ମతには、ϓϩビットਪܭという手法Λ用いͯいる。ৄࡉは、ग़యࢀݩর。
＊7	 『用ޏAIと日本の』Ұ（2018）ߊ本ؠ
＊8	 ૯省「デジタルԽによる生׆・ಇきํのӨڹに関するௐࠪڀݚ」༗ࣝ者ώΞリンά（ଂ野大ֶ	தਸจ।ڭत）にͮ͘ج。
＊9	 ԕ౻（2018）܆『ϩϘットがՈにやっͯきたらʜ人ؒとAIのະདྷ』では、日本では「ਆ人ؒ人工物、どれが༏ӽしͯいるというので

な͘、ڞ存、ڞ生しͯいる」。ҰํでΩリストڭతੈ界؍では、「すͯにӽしͯいるのが『ਆ』で͋り、ͦのԼにਆのඃ造物で͋る人ؒ、
さらにͦのԼに人ؒのඃ造物で͋る人工物がҐஔͮけられͯいる」としͯいる。

	 また、ଂ野大ֶதਸจ।ڭतは多ਆڭӨڹしͯいるՄੑΛࢦఠしͯいる（૯省「デジタルԽによる生׆・ಇきํのӨڹに関する
ௐࠪڀݚ」༗ࣝ者ώΞリンά）。

＊10	૯省（2019）「デジタルԽによる生׆・ಇきํのӨڹに関するௐࠪڀݚ」༗ࣝ者ώΞリンά（ଂ野大ֶ	தਸจ।ڭत）にͮ͘ج。
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本節冒頭で例に挙げた鉄道や自動車も、実用化された当初から我が国にあったわけではなく、その意味では我が
国は「後れて」いたといえる。しかしながら、鉄道に関しては、阪急や東急のような不動産開発との組み合わせと
いうビジネスモデルを創出するとともに、世界で高く評価される新幹線を生み出した。自動車に関しても、我が国
の基幹産業となって、我が国の経済や社会を大きく変えてきた歴史がある。小さなことからでもAIを使ってみる
ことは、創意工夫の仕方次第で成果を享受することにつながり、持続的に経済・社会を豊かにすることに資すると
も考えられる。

� *$5Λ׆༻ͨ͠৽ͨなಇ͖ํ
第3節で述べたとおり、デジタル経済においては、人と組織との関係の再構築としての働き方改革を進めていく

ことが重要となる。
ただし、技術の進歩と比較して、人々の適応や経済・社会の変革には時間差が生じる傾向にあり、特に多くの

人々の生き方そのものに大きく関わる働き方については、短期的な視点のみならず、中長期的な視野も持ちつつ
人・組織の関係の再構築を考えることが必要になってくる。

ここでは、新たな働き方に関して、テレワークなどの具体的な例を取り上げつつ、各種の調査結果に基づきその
現状や効果等について考察する。

ςϨϫーΫのಋೖͦのޮՌにؔ͢るௐࠪ݁Ռ�
ΞɹςϨϫʔΫಋೖঢ়گ

テレワークとは、ICTを活用した時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方である。
在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワークの3形態がある。働き方改革実現の切り札とも言われてお

り、ワークライフバランスの実現 、人口減少時代における労働力人口の確保、地域の活性化などへの寄与、企業
にとっては効率化や従業員のアウトプットへのプラスの効果も期待されている。

例えば、紙に依存しオフィスの自席が中心の仕事スタイルでは、自席にいなければ仕事ができず、移動時間や隙
間時間を有効に活用できなかったが、ペーパーレス化とテレワークを組み合わせれば、隙間時間を活用するなどし
てより短い時間で業務を終わらせることも可能になる。

また、育児や介護で一般的なオフィス勤務に制約がある者も、テレワークを活用することで就労が可能となる。
総務省（2019）＊11を基に、企業におけるテレワーク導入状況を概観すると、2018年は13.9％であったが、

2019年は19.1％となっている（ਤද�������）。企業規模別では、おおむね規模が大きいほど導入が進んでいる
傾向にある。

ਤද������� ςϨϫʔΫの�ྨܕ

ۈࡏ �のۈ務ؒ࣌の͏ͪɺ一ΦϑΟスにग़ۈɺし͘は٬ސ๚やձٞࢀՃなͲをしͭͭɺ一෦のؒ࣌は自で業務を͏ߦ「෦ࡏۈ
務」֘ɻ

αςϥΠτ
ΦϑΟεۈ ॴଐするΦϑΟスҎ֎のଞのΦϑΟスやγΣΞΦϑΟスɺコϫʔΩϯάスϖʔスɺԕִۈ務༻のࢪઃをब業ॴͱするಇ͖ํɻ

ϞόΠϧϫʔΫ Ӧ業׆動なͲで֎ग़தに࡞業する߹ɻӦ業৬なͲのै業員がΦϑΟスにΒͣにҠ動தのަ௨ؔػやӺɾΧϑΣなͲでϝʔϧやใの
形ଶ֘ɻ͏ߦなͲの業務を࡞

（出典）総務省（2019）「平成30年通信利用動向調査」を基に作成

＊11	૯省（2019）「平成30年௨৴利用ಈ向ௐࠪ	(ا業ฤ)」
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ਤද������� のςϨϫʔΫಋೖのਪҠۀا
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（出典）総務省「通信利用動向調査」各年版を基に作成

ਤද������� ผʣنのςϨϫʔΫಋೖʢۀا
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（出典）総務省（2019）「平成30年通信利用動向調査」

ΠɹςϨϫʔΫͷϝϦοτɾҙٛʹؔ͢Δఆྔతௐࠪ݁Ռ
テレワークは、具体的にどのような効果を生んでいるのだろうか。定量的かつ一定のサンプルサイズを有する調

査結果を基に、テレワークのメリットや意義について概観する。ここでは、労働参画の促進、長時間通勤の緩和、
主観的幸福度について取り上げる。

ʢΞʣ࿑ಇࢀըのଅ進
総務省「通信利用動向調査」を基に、企業のテレワーク導入目的の推移をみると、「勤務者の移動時間の短縮」

が2番目に割合が高く、また「通勤弱者への対応」「優秀な人材の雇用確保」等の割合が近年上昇傾向にある。企
業が従業員の働きやすさを向上させることや、人手不足が見込まれる中での雇用継続や人材確保といった目的のた
めにテレワークを活用しようとする動きがうかがえる。

長時間通勤の副作用については後述するが、テレワークにより通勤時間が短縮されることで、就労促進、育児で
の離職や介護離職の緩和につながる可能性も考えられる。

ʢイʣ௨࣌ۈ間のॖɾࠞࡶ؇
経済のサービス化の進展の結果、人口集積地ほど生産性が高いという研究結果が存在する。このように、経済活

動の大都市への集中は、サービス産業の生産性向上に寄与する可能性がある一方、通勤の長時間化や女性就労の抑
制という副作用を持つことも指摘されている＊12。テレワークには、この副作用の緩和の効果も期待されている。

森川（2018）＊13では、調査結果から、勤務時間が長くなることよりも通勤時間が長くなることへの忌避感が強
いこと、特にその傾向が女性・非正規雇用者で顕著であることを指摘し、「働き方改革の中で通勤時間の問題を看
過すべきでないこと、通勤時間が女性の就労形態の選択に強く影響していることを示唆している」としている。
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（出典）総務省「通信利用動向調査」各年版を基に作成

＊12	ਖ਼೭（2018）『生産ੑ　ޡ解と真実』
＊13	ਖ਼೭（2018）「ؒ࣌௨ۈとテレϫーΫ」経ࡁ産業ڀݚॴディスΧッγϣンϖーύー
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また、2012年ロンドンオリンピック・パラリンピック競技大会では、交通混雑によってロンドン市内での移動
に支障が生じるとの事前の予測を基に、市内の企業の約8割がテレワークを導入し、混乱を回避できたとされてい
る。我が国においても、政府が東京都及び関係団体と連携して2020年東京オリンピックの開会式にあたる7月24
日を「テレワーク・デイ」と位置づけ、働き方改革の国民運動を展開している。

ʢʣओ؍త
海外では、テレワーク実施と幸福度との間に相関関係があるとの調査結果がある。鶴（2016）＊14では、イタリ

アのヴェローナ大学のエレフセリオス・ジオバニース氏の研究結果を引用している。これによると、イギリスのパ
ネルデータ（1991～2009年）を使い分析したところ、男女問わず、テレワーカーになればより家事・育児へ時
間を割くようになり、男女を問わず、家事・育児が配偶者とシェアできれば、幸福度が増加することを示したとし
ている＊15。

森川（2018）では、性別、年齢、就労形態、労働時間、通勤時間、賃金、テレワークが主観的な仕事満足度に
どう影響するか分析した結果として、テレワーカーの仕事満足度は高く、少なくとも労働者の立場からは望ましい
働き方だと言えるとしている。ただし、同調査結果からは、テレワークをしている人は観測可能な他の諸特性をコ
ントロールした上で高賃金であり、もともと生産性の高い人がテレワークしている可能性、テレワークに向いた業
務に携わっている人が現実にテレワークを行っている可能性が高いという仕事自体の異質性が関わっている可能性
も排除はできないとしている。

ɹςϨϫʔΫͱੜੑ࢈ͱͷؔͷఆྔతੳ݁Ռ
テレワークの導入と（経済分析で一般に使われる意味での）生産性＊16との関係に関連する定量的な分析結果

（一定のサンプルサイズを有するもの）を概観する。
内閣府（2018）＊17では、逆の因果関係をコントロールした推計を行ったうえで、柔軟な働き方の促進は、生産

性を向上させる可能性が高いとしている。具体的には、テレワーク等非導入企業と比べた場合、導入企業は2012
～16年の労働生産性の伸び率がさらに十数％ポイント、年平均で3～4％ポイント高まるとしている＊18。

ただし、逆向きの因果関係又は他の要因の影響を考慮したうえで、あるいは同一の対象者への追跡調査の結果と
して、テレワークの導入が労働生産性又は全要素生産性に統計的に有意にプラスであるとする調査結果は限られて
いる状況にあるのも事実である。テレワーク等が組織のアウトプットにプラスの効果があるとする先行研究は国際的
にも存在するが、アウトプットの計測をどう捉えるかや分析対象が限定的という課題も残されていると考えられる。

ਤද������� ςϨϫʔΫͱΞτϓοτʹؔ͢Δఆྔੳ݁Ռの֓ཁͱཹҙ

݁Ռ֓ཁ ཹҙ
ถςΩαスେֶμΠΞϯɾϕΠϦʔ।ڭतΒのจɻ
����代͔Β����ࠒ·でのԤถのςϨϫʔΫにؔするෳのڀݚをαʔϕ
Πɻଟ͘のڀݚがςϨϫʔΫによるੜੑ࢈向上のޮՌを֬ೝし͖ͯͨ͜ͱを
հしͭͭɺ自ݾධՁやӅΕͨؒ࣌࿑ಇのが͋るࢫࢦఠɻ
（%JBOF�&�#BJMFZ�/BODZ�#��,VSMBOE�����）

ಉจではɺੜੑ࢈向上がै業員の自ݾධՁによる߹はௐࠪରऀがޭし
ͯいるͱ͑ߟるόΠΞスɺੜੑ࢈向上が࣮ࡍには࿑ಇؒ࣌の૿Ճによるので
͋るௐࠪྫが͋るࢫࢦఠɻ

ถスλϯϑΥʔυେֶχコϥスɾϒϧʔϜڭतΒのจɻ
தࠃのཱྀߦձ社のコʔϧηϯλʔのै業員が�ϲ݄ؒɺࡏۈ務ͱΦϑΟスۈ務
にϥϯμϜにׂΓͯΒΕるͱい͏࣮ݧを׆༻しɺ྆ऀの௨ྔをఆྔ的に
Ѳしͨͱ͜Ζɺࡏۈ務のै業員はύϑΥʔϚϯスが��ˋ上ঢɻ
（#MPPN�FU�BM������）

コʔϧηϯλʔのΈをରͱしͯいるɻ
��ˋの͏ͪ�ˋはςϨϫʔΫのڥԼでੜੑ࢈が૿Ճしͨのͩがɺ�ˋは
͔ݟҼするので͋Γɺىの૿Ճにؒ࣌Ջの減গによる࿑ಇٳؾやපؒ࣌ܜٳ
͚のੜੑ࢈向上のதには࿑ಇ૿ؚؒ࣌·Εるɻ

ถΦϋΠΦେֶのάϨϯɾμονϟʔॿڭのจɻ
େֶੜを࣮ࣨݧͱ֎ͱにϥϯμϜに͚ͨ上でɺͦΕͧΕにɺλΠϐϯάのよ
͏な୯ௐな࡞業ͱɺよΓੑがඞཁな࡞業をͤ͞る࣮ݧをͨͬߦɻ࣮ࣨݧの֎
（ςϨϫʔΫにۙいঢ়گ）での࡞業はࣨでの࡞業ͱൺֱしͯɺ୯ௐな事はੜ
事の߹は��ʙ��ˋ上ঢɻが�ʙ��ˋԼする一ํɺੑをཁするੑ࢈
（&��(MFOO�%VUDIFS�����）

୯७࡞業よΓɺੑをཁする事にςϨϫʔΫがదしͯいるՄੑɻ
ͨͩしɺ*$5（Ϗδωスπʔϧ）のਐ化によΓɺ業務のਐḿやՌのϞχλϦ
ϯάコストがԼがΕɺ上هมΘるՄੑɻ

（出典）鶴（2016）、森川（2018）を基に作成

＊14	ޫଠ（2016）『人֮ࡐ੧経ࡁ』
＊15	テレϫーΫととのௐࠪは、ଞにはGimenez-Nadal	J.	 Ignacio	JosÉ	Alberto	Molina	and	Jorge	7elilla（2018）“Telework	the	Timing	

ofWork	and	Instantaneous	Well-Being:	EWidence	from	Time	Use	Data”	I;A	Discussion	Paper	No.11271.などが͋る。
ΘれΘれͯいるが、日ごΖによ͘ではたりલのようにֶࡁ༿にͭいͯ、「経ݴ（2018）「生産ੑとはԿか」では、「生産ੑ」というٶ	16＊

ͯいるݴ༿ではなかった。とこΖが、日本ではこのݴ༿がここ年にΘかにされるようになっͯいる。（ུ）これまでΘれͯきたఆٛと
ҟなるいํががると、生産ੑにରするؒҧったཧ解がॏなっͯい͘たΊ、大͛さに͑ݴదな生産ੑ向্が્され、݁Ռతには日本
経ࡁにとっͯまし͘ない݁ՌΛたらす」とのݒ೦Λࣔしͯいる。

＊17	内閣府（2018）「平成30年経ࡒࡁ白書」
＊18	たͩし、ಉੳでは、ύネルデータੳではな͘向スコΞ法Λ用い͓ͯり、テレϫーΫのಇ͘ॴΛॊೈにબるऔ組Λ実ࢪしたάルー

ϓとͦうでないάルーϓとΛϚッチンάするࡍ、Ϛッチンάに用いたมҎ֎のཁҼがӨڹしͯいるՄੑは存ࡏすると͑ߟられる。
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森川（2018）＊19では、テレワークと生産性との関係に関する複数の研究結果について触れつつ、「まだ一般性の
ある結論を導ける状況にはない」とした上で、「ワークライフバランスの向上は、伝統的な表現では労働者の処遇
改善であり、それ自体が労働者にとって望ましいことである。（略）ワークライフバランスの改善は、生産性への
効果ではなくそれ自身に価値があるという観点から取り組むべきものと理解した方が素直である」と指摘してい
る。

また、日経smart workプロジェクト（2018）＊20では、602社の企業データを使い、企業の特長や取組と企業
パフォーマンスとの関係を分析している。高生産性企業のグループと低生産性企業とのグループに分けたところ、
人材活用に関するテクノロジー（ICT、RPA、AIなど）やテレワークの導入と成果指標（ROA）との関係につい
ては、高生産性企業と低生産性企業との間で有意な差は見られなかったとし、新たなテクノロジーや施策は導入し
てから現実に企業のパフォーマンスに影響を与えるまでには時間がかかると見込まれるが、こうした企業の取組が
企業のパフォーマンスに影響を与えるかどうかは今後の課題であるとしている。

テレワークよりもやや広い概念となるが、ワークライフバランスと生産性との関係に関する2015年以前の先行
研究についても、例えば、山本・黒田（2014）＊21は、パネルデータを用いた分析結果としてワークライフバラン
スが高い企業は生産性が高いという相関関係はあるが、これは見せかけの相関に過ぎず、「経営の質」という両者
の背後にある要因を考慮に入れると、ワークライフバランスと生産性の関係は消失することを指摘している。この
点についても、やはり取組が効果を生むまでにはタイムラグがある可能性がある。

ただし、個別にはクラウドサービスを社内外で活用するなどして、好業績と社員のワークライフバランスを両立
させている企業も存在している＊22ことから、今後ICTを活用した働き方が我が国でも浸透するとともに、研究が
蓄積されていくことが期待される。

৽ͨなಇ͖ํにඞཁͱなる*$5のಋೖͱଞのऔの߹ͤ�
我が国のテレワーク導入企業の割合が前述のとおり

19.1％であるのに対し、就労者に占めるテレワーク経験
者の割合は8.7％（ਤද�������）となっている。

このことから、導入企業の中でもテレワークを実際に行う
者はさらに限られ、テレワークを導入している企業を含め、
平均的な日本企業においては、従業者がテレワークを利用す
るには何らかの阻害要因がある可能性が高いと考えられる。

先行研究や前節までの結果から示唆されるのは、第一に新
技術の導入と新技術の真の効果が発現するまでの間には時間
差があること、第二に、新技術の導入と企業内の仕組みの見
直しとの両方が必要ということである。

以下、総務省（2019）＊23での調査結果を基に、新たな働き
方にはICTの導入と合わせてどのような取組を行っていくこ
とが必要か概観する。

Ξɹಇ͖ํվֵͷ֤ࡦࢪͷऔঢ়گ
まず、前提として働き方改革の各施策の取組状況について概観する（ਤද�������）。取り組んでいる施策とし

て、「休暇取得を促進している」の割合が比較的高く、次いで「長時間労働の削減のため、労働時間の削減目標を
設定している」「「働き方改革」に関するトップのメッセージが発信されている」「労働時間の見える化を推進してい
る」が続く。比較的わかりやすく、また相対的に現場や企業内のルールとの調整コストが低いと考えられる施策か
ら取り組まれている状況が示唆される。

ਤද������� ςϨϫʔΫ࣮ࢪ༗ແʢશɾແճ
Λআ͘ʣ

しͨࢪ࣮
����

しͯࢪ࣮
Έͨい
����

ͲͪΒ͔ͱい͑
しͯΈͨいࢪ࣮
�����

しͯΈͨ͘ないࢪ࣮
�����

（出典）総務省（2019）「平成30年 通信利用動向調査（世帯構成員編）」

＊19	ਖ਼೭（2018）『生産ੑ　ޡ解と真実』
＊20	日経Smart	WorkϓϩジΣΫト（2018）「ಇきํվ革と生産ੑ、ཱ྆の件」
『ੳࡁの経ؒ࣌࿑ಇ』（2014）ࢠాࠇ、܄本ࢁ	21＊
＊22	ྫ͑、2017年に「テレϫーΫઌۦ者ඦબ　૯大ਉ」Λडした日本ϚイΫϩιフト株式会社や、セールスフΥース・υットコϜ（コ

ラϜ4ࢀর）など。
＊23	૯省（2019）「デジタルԽによる生׆・ಇきํのӨڹに関するௐࠪڀݚ」
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一方で、「副業・兼業が認められている」「RPAやロボット・AI等を導入しデジタルトランスフォーメーション
を推進している」「残業代の削減原資を賞与や教育支援で還元している」等の施策に取り組んでいる割合は低い。

どの施策とテレワーク導入＊24が合わせて取り組まれているかを概観するため、各施策の取組の有無別にテレ
ワーク導入率を算出したところ、最もテレワーク制度の導入率が高かったのは、「RPAやロボット・AI等を導入
しデジタルトランスフォーメーションを推進している」と回答した企業であった。その他、残業代の還元、副業・
兼業制度の導入、裁量労働制の導入といった取組を行っている企業においてテレワーク制度の導入率が高くなって
おり、おおむね組織の制度的な仕組みをより大きく見直しているグループでテレワークの導入率が高いという相関
関係が見てとれる（ਤද�������）。

ਤද������� ಇ͖ํվֵのऔঢ়گ

� �� �� �� �� ���（ˋ）
Ջऔಘをਪਐしͯいるٳ

ؒ࣌࿑ಇの削減のͨΊɺ࿑ಇؒ࣌の削減目ඪをઃఆしͯいる

「ಇ͖ํվֵ」にରするトοϓのϝοηʔδがൃ৴͞Εͯいる

࿑ಇؒ࣌の͑ݟる化	ೖୀࣨϩάや1$ϩάཧ
をਪਐしͯいる

「ϊʔ業σʔ」を֨ݫに࣮ࢪしͯいる

ແବな業務のચいग़しɺ削減をͯͬߦいる

業務ϑϩʔのݟしや業務վળをͯͬߦいる

ձٞのӡӦํ๏をݟしͯいる

ྉの؆ૉ化をਪਐしͯいるࢿする࡞

ϑϨοΫスλΠϜ੍をಋೖしͯいる

ҭࣇɾհޢதの社員がۈؒ࣌務でಇ͖やすいよ͏な人ࡐஔをͯͬߦいる

શ社員をରͱしͨಇ͖ํにؔする「ҙࣝվֵ」や「Ϛωδϝϯト」にؔするݚमを࣮ࢪしͯいる

ΦϑΟスや事務ثػのϨΠΞトɾ׆༻ํ๏をݟしͯいる

ॴఆのؒ࣌でのΦϑΟスফ౮や1$γϟοトμϯで業を規੍しͯいる

࿑ಇ੍をಋೖしͯいるྔࡋ

「ςϨϫʔΫ੍」をಋೖしͯいる（ࡏۈ務ɺϞόΠϧϫʔΫɺαςϥΠトΦϑΟスۈ務）

しͯいるݩԉでؐࢧҭڭを༩やࢿݪ業代の削減

ૣேۈ務をਪਐしͯいる

31"やϩϘοトɾ"*をಋೖしσδλϧトϥϯスϑΥʔϝʔγϣϯをਪਐしͯいる

෭業や݉業がೝΊΒΕͯいる

ଓしͯいͬͯ΄しいܧऔΜで͓Γɺࡏݱ
੍がないのでɺऔΜでΒいͨい

औΜで͓Γɺத止しͯ΄しいࡏݱ
੍はないがɺඞཁੑを͡ײない

੍は͋るがɺ形֚化しͯいる
͔ͭͯऔΜでいͨがɺഇ止͞Εͨ

Θ͔Βない

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

ਤද������� گのऔ༗ແผのςϨϫʔΫ੍ಋೖঢ়ࡦࢪ֤

� �� �� �� ��（ˋ）
શମ

31"やϩϘοトɾ"*をಋೖしσδλϧトϥϯスϑΥʔϝʔγϣϯをਪਐしͯいる
しͯいるݩԉでؐࢧҭڭを༩やࢿݪ業代の削減

෭業や݉業がೝΊΒΕͯいる
ૣேۈ務をਪਐしͯいる

ॴఆのؒ࣌でのΦϑΟスফ౮や1$γϟοトμϯで業を規੍しͯいる
࿑ಇ੍をಋೖしͯいるྔࡋ

ΦϑΟスや事務ثػのϨΠΞトɾ׆༻ํ๏をݟしͯいる
ҭࣇɾհޢதの社員がۈؒ࣌務でಇ͖やすいよ͏な人ࡐஔをͯͬߦいる

ྉの؆ૉ化をਪਐしͯいるࢿする࡞
ϑϨοΫスλΠϜ੍をಋೖしͯいる
ձٞのӡӦํ๏をݟしͯいる

औ͋Γ औなし

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

＊24	લड़のと͓り、௨৴利用ಈ向ௐࠪに͓けるا業のテレϫーΫ導入は19.1ˋで͋るが、「デジタルԽによる生׆・ಇきํのӨڹに関するௐ
。っͯいるたΊ、௨৴利用ಈ向ௐࠪとテレϫーΫ導入がҟなっͯいるߦにௐࠪΛجではҟなるサンϓルΛ（2019）「ڀݚࠪ
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働き方改革施策でどのようなプラスの変化があったのかを項目別にみると、「労働時間が減少している」「休暇が
取得しやすくなっている」の割合が全体で20％前後と比較的高くなっており、かつ企業規模が大きいほどその割
合が高くなっている。それ以外の成果や満足度に資する項目は相対的に低くなっており、「プラスの変化はない」
の割合も全体で20％程度存在する。

働き方改革施策でどのようなマイナスの変化があったのかを項目別にみると、「人手不足が悪化している」が全
体で26.5％と最も高く、残業の制限や休暇取得が促進されている一方で、業務の効率化が進んでいない可能性が
示唆される。

ਤද������� ಇ͖ํվֵࢪ࣮ࡦࢪʹΑΔϓϥεのมԽʢશମɾنۀاผʣ

�

��

��

��
（ˋ）

શମ（O�����） ��人ະຬ（O����） ��ʙ ��人（O����） ���ʙ ���人（O����）
���ʙ ���人（O����） ���� ʙ ����人（O����） �����人Ҏ上（O����）

݈
߁
ঢ়
ଶ
が
ྑ
͘
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る

ؾ
࣋
ͪ
に
༨
༟
が
ੜ
·
Ε
ͯ
͍
る

ۀ

ޮ

Խ
に
Α
Γ
ỏ
ແ
ବ
ͱ
ߟ
͑

Β
Ε
ͯ
͍
た
࡞
ۀ
が
ͳ
͘
ͳ
ỳ
た
Γ

߹
ཧ
Խ
͞
Ε
た
Γ
͠
ͯ
͍
る

৽
͠
͍
Ξ
Π
σ
ỹ
Ξ

ا
ը
が
ੜ
·

Ε

す
͘
ͳ
Γ
ỏ
ച
্

্

ͷ


Ռ
に
݁
ͼ
ͭ
͍
ͯ
͍
る

࿑
ಇ
࣌
ؒ
が
ݮ
গ
͠
ͯ
͍
る

ऩ
ೖ
が
૿
Ճ
͠
ͯ
͍
る

ٳ
Ջ
が
औ
ಘ
͠

す
͘
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る

ủ

Β
͞
Ε
ײ
Ứ
が
ݮ
গ
͠
ͯ
͍
る


ཧ
৬
ͷ
෦
Լ
に
ର
す
る
Ϛ
ω
δ
ϝ

ϯ
τ
が
͠

す
͘
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る

৬

ͷ
෩
௨
͠
が
ྑ
͘
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る


ࣄ
ͱ
ҭ
ࣇ
・
հ
ޢ
・
झ
ຯ

ͷ

ϫ
ồ
Ϋ
ϥ
Π
ϑ
ό
ϥ
ϯ
ε
が

্

͠
ͯ
͍
る

ձ
ࣾ
ͷ
ۀ

が

্
͠
ͯ
͍
る

ਓ
ख
ෆ

が
վ
ળ
͠
ͯ
͍
る

ͦ
ͷ
ଞ

ϓ
ϥ
ε
ͷ
ม
Խ

ͳ
͍

ಇ
͖
ํ
վ
ֵ
͓
Α
ͼ
ͦ
Ε
に
ྨ
す
る

औ

を
ߦ
ỳ
ͯ
͍
ͳ
͍

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

ਤද�������� ಇ͖ํվֵࢪ࣮ࡦࢪʹΑΔϚΠφεのมԽʢશମɾنۀاผʣ

શମ（O�����） ��人ະຬ（O����） ��ʙ ��人（O����） ���ʙ ���人（O����）
���ʙ ���人（O����） ���� ʙ ����人（O����） �����人Ҏ上（O����）

�

��

��

��
（ˋ）

݈
߁
ঢ়
ଶ
が
ѱ
Խ
͠
ͯ
͍
る

ؾ
࣋
ͪ
に
༨
༟
が
ͳ
͘
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る

ແ
ବ
ͳ
࡞
ۀ
が
૿
͑
ỏ

ۀ

が
ඇ
ޮ

に
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る

৽
͠
͍
Ξ
Π
σ
ỹ
Ξ

ا
ը
が
ੜ
·

Ε
に
͘
͘
ͳ
Γ
ỏ
݁
Ռ
ỏ
ۀ

に
ѱ

Ө
ڹ
を
ٴ
΅
͠
ͯ
͍
る

࿑
ಇ
࣌
ؒ
が
૿
Ճ
͠
ͯ
͍
る

ऩ
ೖ
が
ݮ
গ
͠
ͯ
͍
る

ٳ
Ջ
が
औ
ಘ
͠
に
͘
͘
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る

ủ

Β
͞
Ε
ײ
Ứ
が
૿
Ճ
͠
ͯ
͍
る


ཧ
৬
ͷ
෦
Լ
に
ର
す
る
Ϛ
ω
δ
ϝ

ϯ
τ
が
͠
に
͘
͘
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る

৬

ͷ
෩
௨
͠
が
ѱ
͘
ͳ
ỳ
ͯ
͍
る


ࣄ
ͱ
ҭ
ࣇ
・
հ
ޢ
・
झ
ຯ

ͷ
ϫ
ồ

Ϋ
ϥ
Π
ϑ
ό
ϥ
ϯ
ε
が

Լ
͠
ͯ
͍
る

ձ
ࣾ
ͷ
ۀ

が

Լ
͠
ͯ
͍
る

ਓ
ख
ෆ

が
ѱ
Խ
͠
ͯ
͍
る

ͦ
ͷ
ଞ

Ϛ
Π
φ
ε
ͷ
ม
Խ

ͳ
͍

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

令和元年版　情報通信白書　ୈ�෦182

S
o
c
i
e
t
y��

5・0
が
真
価
を
発
揮
す
る
た
め
に
何
が
必
要
か

第
2
章

人間ͱ *$5 の৽ͨなؔୈ �અ



ΠɹϏδωε*$5πʔϧͷಋೖঢ়گ
次に、ビジネスICTツールの導入状況に

ついて概観する。ビジネスICTツールは、
多様な人材の労働参加や、場所や時間にとら
われない多様な働き方を支えることが期待さ
れており、ここでは情報共有やコミュニケー
ションのためのツールと、労務・庶務管理の
ためのツールに大別している。

まず、会社に導入されている端末デバイス
について見ると、デスクトップPC・ノート
PCは利用が限定されているものも含めると
8割以上の会社で導入されている。他方、モ
バイル端末である携帯電話やスマートフォン、
タブレット型端末については約半数程度の導
入率であることが分かる（ਤද��������）。

次に、情報共有・コミュニケーションのためのシステム／ツールについては、電子メール・アドレス帳は8割近
くの企業で導入されているものの、1割以上がいずれも導入されていないと回答している。

社内でのオンライン掲示板やファイル共有・管理は4割程度の企業が導入しているが、他方で社外とのファイル
共有・管理の導入は進んでおらず、同様にチャット・メッセンジャー、Web会議等の普及はまだ進んでいないこ
とが分かる（ਤද��������）。

導入されているシステム／ツールのうち、業務効率の向上又は低下につながるものを回答（最大3つまでの複数
選択）してもらったところ、業務効率の向上につながるものとしては、電子メール／アドレス帳やファイル共有・
管理システム等が挙げられた。他方、業務効率の低下については、電子メール／アドレス帳と回答した者のみが1
割を超えたものの、その他のシステム／ツールについては、数％程度であった（ਤද��������）。

ਤද�������� ใڞ༗ɾίϛϡχέʔγϣϯのͨΊ
のγεςϜʗπʔϧのಋೖঢ়گ
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ỏ
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Φ
ձ
ٞ

ɹớ
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ஔ
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̬
̴
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ձ
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ϒ
ϥ
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ɹ

Ξ
ϓ
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ར
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ಋ
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Ε
ͯ
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ͳ
͍

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調
査研究」

ਤද��������
ڞɾԼʹͭͳ͕Δใ্ޮۀ
༗ɾίϛϡχέʔγϣϯのͨΊのγε
ςϜʗπʔϧ

（ˋ）
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ớ
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Ờ

ν
Ỿ
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Π
ϯ
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ϯ
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ɹ
ϝ
ỽ
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ϯ
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Ỿ
ồ
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ձ
ٞ
ớ
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ͷ
Έ
Ờ

ς
Ϩ
Ϗ
ձ
ٞ
ỏ
Ϗ
σ
Φ
ձ
ٞ

̬
̴
̱
ձ
ٞ

ࣾ

̨
̣
̨

ͦ
ͷ
ଞ

向上

低下

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調
査研究」

労務・庶務管理のためのシステム／ツールの導入状況について見ると、勤怠管理とスケジューラーの導入率が高
くなっている（ਤද��������）。また同様に、業務効率の向上または低下につながるシステム／ツールを聞いたと
ころ、業務効率向上につながると回答した割合は、システム／ツールの導入状況とほぼ比例している。他方、業務
効率の低下については、勤怠管理システムと回答した者のみが1割を超えたものの、その他のシステム／ツールに
ついては、数％程度であった（ਤද��������）。

ਤද�������� σόΠεのಋೖঢ়گ

� �� �� �� �� ���（ˋ）
σスΫトοϓ1$

ϊʔト1$

ఆిݻ

ϑΟʔνϟʔϑΥϯɾ1)4

スϚʔトϑΥϯ

λϒϨοトܕ

'"9

શ社員がར༻しͯいる
ಛఆの৬छɾ৬Ґの社員がར༻しͯいる
ಛఆの業務をࡍ͏ߦにのΈར༻で͖る
෦ॺ͝ͱ·ͨはશ社でڞ༗͞Εͯいる
ಋೖ͞Εͯいない

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」
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ਤද�������� ࿑ɾॸཧのͨΊのγεςϜʗ
πʔϧのಋೖঢ়گ
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੮
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（出典）総務省（2019）
「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

ਤද�������� ɾԼʹͭͳ͕Δ࿑ɾ্ޮۀ
ॸཧのͨΊのγεςϜʗπʔϧ
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向上

低下

（出典）総務省（2019）
「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

ビジネスICTツールは、紙で行われてきた業務を単に電子に置き換えるのみならず、デジタルならではの価値
を創出することも期待される。鶴（2016）では、「ICTの活用で従来よりも従業員の仕事ぶり（努力）のモニタリ
ングや成果の計測が容易になったことも見逃せない。在宅ワークの場合でも、従業員の仕事ぶりを直接観察できな
いため、従来は成果が測りやすい業務に限られる傾向にあったが、モニタリングや成果が観察しやすくなれば、業
務の幅は広がる」と指摘している。第1節で述べたとおり、ICTは取引費用を低減させるという特徴があり、この
ような特質を活用することにより、従来のコスト構造では不可能であったことが可能となるという点は、働き方に
ついても該当すると考えられる。

ɹϏδωε*$5πʔϧͷಋೖͱಇ͖ํվֵ࣮ࢪͷޮՌͱͷؔ
ビジネスICTツールの導入は、働き方改革実施の効果とどのように関係しているのだろうか。ツールの導入の

ほか、社内の制度整備等も含め、どのような取組を実施しているグループがプラスの変化という良いパフォーマン
スをあげているのかを探るため、調査対象者を4グループに分類して分析を行った。

具体的には、「働き方（制度）改革度」＊25と「デジタル・リモートワーク度」＊26の二軸を設定し、それぞれの大
小から、「未導入」グループ、社内制度が追いつかず現場でのシステム・ツール導入の取組が先行する「現場先行」
グループ、取り組んではいるものの社内制度が先行し、システム・ツールの導入が不十分な「制度先行」グループ、
社内制度とシステム・ツールの導入の双方に積極的に取り組んでいる「バランス型」グループの4つに分類した。

ਤද�������� ֤άϧʔϓのಛ

σδλϧɾϦϞʔτϫʔΫ

খ
খ େ

େ

ಇ
͖
ํ
ớ
੍

Ờ
վ
ֵ


άϧʔϓᶆόϥϯεܕ
�੍ ໘ɺπʔϧ໘で࠷
� いるͯͬߦ的にऔをۃੵ
�σδλϧを׆༻しͨ
� ϑϨΩγϒϧなಇ͖ํが
� Մになͬͯいるάϧʔϓ

άϧʔϓᶅ੍ઌߦ
�੍ ໘でのऔはଟ͘ಋೖ
� ͞ΕͯいるがɺϑϨΩγϒ
� ϧなಇ͖ํをՄにする
� πʔϧ໘でのඋがΕͯ
� る

άϧʔϓᶄݱઌߦ
�੍ ໘でのऔがΕͯいる一ํɺπʔϧ
� はඋ͞Εͯいる

άϧʔϓᶃ
ະಋೖ
�੍ ໘ɺ
� πʔϧ໘ͱにऔがগ
� な͘ɺσδλϧを׆༻し
� ͨಇ͖ํվֵがະඋ

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

＊25	૯省（2019）で実ࢪしたΞンέートௐࠪに֤ͯا業のಇきํվ革の関連੍に関する߲（13߲）で、੍にऔり組Μでいるとした
Λ「ಇきํ（੍）վ革」ࢦඪとした。

＊26	ಉΞンέートௐࠪに֤ͯا業のテレϫーΫΛத৺としたフレΩγブルなಇきํΛՄにするγステϜ・πールの߲（25߲）で、利׆用し
ͯいるとしたΛ「デジタル・リϞートϫーΫ」ࢦඪとした。
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その結果、働き方改革実施でプラスの変化があったと回
答した者の割合を、4グループ別に比較したところ、社内
制度の整備とシステム・ツールの導入の双方に積極的に取
り組んでいる「バランス型」が80.8％と他の3類型より
も高くなっている。そして、システム・ツールの導入が先
行している「現場先行」は、社内制度の整備が先行してい
る「制度先行」よりも、プラスの変化があったと回答した
者の割合が少なかった。

このように、システム・ツールの導入のみならず、社内
制度の整備も併せて取り組むことが、働き方改革実施の効
果を上げるために有効であることが示唆される。

業種別に4グループの
分布を概観すると、建設
業、金融・保険業では、

「バランス型」の割合が
比較的高い一方、運輸・
輸送業、医療・福祉では、

「未導入」の割合が比較
的高いことがわかる。

規模別では、規模が大
きいほど「バランス型」
の割合が高まっている。

システム・ツールの導
入や社内制度の整備を行
うに当たっては、規模の
小さい組織の方が柔軟か
つ迅速に行える可能性と、
これらには一定程度のリ
ソースが必要であることから間接部門が比較的充実している業種又は規模の企業から進む可能性の2つが考えられ
るが、本調査結果を基にする限りでは、後者の可能性が高いと考えられる。

� 人間のʮ֦ுʯ
ここまで、デジタル経済の進展のインパクトについて随所で取り上げてきたが、ICTについても、過去の汎用

技術がそうであったように、技術それ自体の意味以上に、新たな社会・経済の仕組みを生み出す中で、人々がその
主体的な活用を通じて「できること」を強化していくことによる意義が大きいと考えられる。本節では、これらの
点について、人間の「拡張」という観点から考える。

ਤද�������� ϑϨΩγϒϧのʢۀछผʣ

छۀ ᶃ�ະಋೖ ᶄݱઌߦ ᶅ੍ઌߦ ᶆόϥϯεܕ ܭ߹
ઃݐ （O����） ����� ����� ����� ����� ����
 （O����） ����� ����� ����� ����� ����
ɾΨスɾਫಓؾి （O����） ����� ����� ����� ����� ����
ใ௨৴ （O����） ����� ����� ����� ����� ����
ӡ༌ɾ༌ૹ （O����） ����� ����� ����� ����� ����
ྲྀ௨ɾԷചɾখച （O����） ����� ����� ���� ����� ����
ۚ༥ɾอݥ （O����） ����� ����� ����� ����� ����
不動࢈ɾ品ି業（O����） ����� ����� ����� ����� ����
॓ധɾҿ৯ （O����） ����� ����� ����� ����� ����
ҩྍɾࢱ （O����） ����� ����� ����� ����� ����
ͦのଞαʔϏス （O����） ����� ����� ����� ����� ����

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

ਤද�������� ϑϨΩγϒϧのʢنผʣ

ผن ᶃ�ະಋೖ ᶄݱઌߦ ᶅ੍ઌߦ ᶆόϥϯεܕ ܭ߹
��人ະຬ （O����） ����� ���� ����� ���� ����
��ʙ��人 （O����） ����� ����� ����� ���� ����
���ʙ���人 （O����） ����� ����� ����� ����� ����
���ʙ���人 （O����） ����� ����� ����� ����� ����
����ʙ����人 （O����） ����� ����� ����� ����� ����
�����人Ҏ上 （O����） ����� ����� ����� ����� ����

（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

ਤද�������� ಇ͖ํվֵ࣮ࢪʹΑΔϓϥεのมԽ

�2.���2.��

�2.���2.��

��.����.��
�0.���0.��

�

��

��

��

��

���
（ˋ）

ະಋೖ ߦઌݱ ੍ઌߦ όϥϯスܕ
（出典）総務省（2019）

「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」
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ٕज़は人間Λʮ֦ுʯ͢る͜ͱでʮで͖る͜ͱʯΛڧ化�
鉄道や自動車は、人々をより遠くへと行くことを可能にしたことで、人間の器官の一つである足を「拡張」した

といえる。このように、これまで登場してきた技術は、人間のあらゆる能力を「拡張」させることにより、人々が
「できること」を強化していったといえる。

ICTについても、身体・存在・感覚・認知の点で、人間の能力を更に「拡張」することが期待される（ਤද
�������）。

これにより、人々の生活や働き方にも大きな変革をもたらすと考えられる。「拡張の世紀」の著者であるブレッ
ト・キング（2018）＊27も、「テクノロジーは、私たちの生活のあらゆる面を拡張する。健康状態をモニターするデ
バイスから商品やサービス購入の支払いの方法、余暇の過ごし方、移動の方法、アドバイスの見つけ方、交流の方
法、仕事の仕方まで、「拡張時代」にはすべてが対象となる」と述べている。

他方、既にみたとおり、ICTは人間が「できること」を代替し、人々の雇用を奪うのではないかという議論が
ある。この点について、エリック・ブリニョルフソンほか（2018）＊28は、「テクノロジーはたしかに多くの仕事を
奪ってきたが、しかし同時に、多くの仕事を生み出してきた」「人間には、創造的に考えること、正しい問いを発
すること、ソーシャルスキルを備えること、チームで働くことができる。これらはマシンにはできない。セカン
ド・マシン・エイジには、何か新しいものを生み出したいという欲求がいっそう価値を持つようになるはずだ。テ
クノロジーはその実現を助けるだろう」と述べている。

過去の汎用技術の歴史を見ても、蒸気機関は鉄道を生み出したのみならず、郵便、新聞、銀行などそれまで存在
しなかった新産業の登場につながった。そして、これら新産業で新たな雇用が生まれるとともに、産み出される新
たなモノやサービスを利用することにより、人々の能力は「拡張」され、「できること」は強化されていった。現
在の技術を基に、将来の新しい技術が経済・社会をどのように変えるのかを正しく見通すのは困難であるが、技術
により新たなフロンティアが開拓され、人間の「拡張」が続いていくことは、デジタル経済の進化の過程において
も当てはまると考えられる。

*$5による人間のʮ֦ுʯのੜ׆ɾಇ͖ํのӨڹ�
ICTによる人間の「拡張」は、具体的には生活や働き方にどのような影響を及ぼすのだろうか。この点につい

ては、「ICTにより拡張された人間」がネットワーク上でつながるという視点から考察してみたい。「ICTにより
拡張された人間」の例としては、VR（Virtual Reality：仮想現実）/MR（Mixed Reality：複合現実）/AR

（Augmented Reality：拡張現実）端末や、自動翻訳機等を備えた人間が挙げられる。
IoTの発展・普及により、あらゆるモノがインターネットと繋がり、フィジカル空間からより多くの情報が収集

可能となってきている。そしてサイバー空間に蓄積されたビッグデータは、AIによって分析・活用されることで、
フィジカル空間における新たな価値創造につながっている。今後、これが更に進展し、「ICTにより拡張された人
間」とモノ、あるいは「ICTにより拡張された人間」同士がネットワーク上でつながっていくことが考えられる。

このようなネットワーク上のつながりが、生活や働き方をどのように変えうるのか、考えられるイメージを示
す。

ਤද������� *$5ʹΑΔਓؒのʮ֦ுʯの�ͭのํੑ

֦ுのछྨ ֓ཁ
ମの֦ு を補௲するのなͲػɾٛ手ٛ足のよ͏にɺମ֨ࠎ֎
ଘࡏの֦ு ςϨϓϨθϯスのよ͏なɺԕִでの（ڞಉ）࡞業をՄにするのなͲ
の֦ு֮ײ ΓするのなͲͨ͑なͲにஔ͖֮ײใをൽෘ֮ࢹのͨΊにɺऀো֮ࢹ化しͨΓɺڧをٕज़で֮ײやௌ֮なͲの֮ࢹ
ೝの֦ு "*ͱ人ؒのڠௐによΓɺԿ͔をཧղしͨΓशಘしͨΓするϓϩηスͦののを֦ுするのなͲ

（出典）暦本純一・味八木祟・石黒祥生（2018）「東京大学大学院情報学環ヒューマンオーグメンテーション学（ソニー寄付講座）活動記録Ⅰ」を基に作成

＊27	ブレット・Ωンά（2018）『֦ுのੈل』P.18～19
＊28	Ξンυリϡー・ϚΧフィー、ΤリッΫ・ブリニϣルフιン（2018）『ϓラットフΥーϜの経ֶࡁ』P.15
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Ξɹੜ׆ͷӨڹ
ʮॴଐͱѪのཉٻʯʮࣗݱ࣮ݾཉٻʯのॆ

これまで技術は、「人間の欲求」＊29（ਤද�������）を満たすためのものとして発展してきた面があるといえる。
ICTについても、例えばSNS上でのコミュニケーションは、第3段階の「所属と愛の欲求」を満たすものである
とともに、多くのフォロワーを増やすことは、第4段階の「承認欲求」を満たすことにつながっていると考えられ
る。そして、自作の小説・絵・音楽・踊り等をこれらの共有サイトに投稿することは、第5段階の「自己実現欲求」
についても満たすものであろう。

今後普及が見込まれるICTにおいても、例えば外国語を話す人との会話がリアルタイム翻訳され、より円滑に
コミュニケーションを取ることを可能とする＊30ことで、第3段階の「所属と愛の欲求」を満たすことが考えられ
る。また、自分が搭乗するモビリティの外装や内装（特に色）を、自由に切替可能になること等＊31は、第5段階
の「自己実現欲求」を満たす手段となることが考えられる。
͋ΒΏるࣾձインϑϥのશମ࠷ద化

センシング技術の向上により、フィジカル空間のあらゆるモノだけでなく、「ICTにより拡張された人間」もセ
ンサーネットワークにつながり、様々な事象や行動がきめ細かくセンシングの対象となるサイバーインフラストラ
クチャーが構築されることが考えられる。これを活用したCPS（サイバー・フィジカル・システム）＊32等により、
エネルギー、物流、人流、交通といったあらゆる社会インフラが最適化され、社会全体としての効率化や低コスト
化が図られることが期待される。

例えば、エネルギー関連等の各種のリソースマッチングが最適化されることで、環境・エネルギーへの負荷の低
下や汚染現象等の軽減による生活空間の改善といったことも考えられる。また、自動運転車等による配送と配達ロ
ボットが組み合わされることで、低コストでの自動宅配が実現・普及する可能性等＊33も考えられるだろう。
ੜ׆Λศརに͢るαービεのύーιφϥイζ化

また、あらゆる事象や行動がきめ細かくセンシングされ、AIにより分析されるようになることで、生活を便利
にする様々なサービスを、その受け手に合わせてパーソナライズ化させることが可能となるだろう。

このようなパーソナライズ化として、これまでもスマートフォンでのアプリのカスタマイズや、アルゴリズムを
用いた広告配信等が実現しているが、今後、リアルタイムセンシングにより個人に特化する形で形状や温度等が変

ਤද������� Ϛζϩʔのཉٻ�ஈ֊

֓ɹཁ

ɾ�ؔ ٻになΓͨいͱい͏ཉࡏ力の͋るଘڹのதで͞ΒにೝΊΒΕͨいɺӨੑ
ɾ�「֦֮ײுによΓॆ足ײɾӽײをຯΘ͑る」ͱいͬͨཉٻแؚ

社ձ的なׂが͋ΓɺコϛϡχςΟͱのͭながΓɺ人ͱのͭながΓを͡ײΒΕ
るͱ͖にຬͨ͞Εるཉٻ

ɾ֎෦のӨڹによΓੜ໋のݥةが͔͞ڴΕる͜ͱのない͜ͱをΉཉٻ
ɾ「ޮ化しͨい」ཉٻแؚ

৯ཉɺਭཉɺੑཉのੜ໋をҡ࣋するͨΊのຊ的なཉٻ

ୈೋஈ֊ɿ҆શཉٻ

ୈҰஈ֊ɿੜཧతཉٻ

ୈ࢛ஈ֊ɿঝೝཉٻ

ୈࡾஈ֊ɿॴଐͱѪのཉٻ

ୈޒஈ֊ɿࣗݱ࣮ݾཉٻ
ɾ�よΓ自がΉ的な͜ͱをしͨいɺ自の໘͔Βग़ͯ͘るئを࣮ݱ
� しͨいͱい͏ཉٻ
ɾ�「৽しいՁをੜΈग़しͨい」ͱするཉٻแؚ

˞Ϛζϩʔのཉٻ�ஈ֊をΞϨϯδ
（出典）総務省（2019）「デジタル化による生活・働き方への影響に関する調査研究」

＊29	ここでいう「人ؒのཉ求」とは、Ϛζϩーのཉ求5ஈ֊説に͓ける、「生ཧతཉ求」「҆શཉ求」「ॴଐとѪのཉ求」「ঝ認ཉ求」「ࣗݾ実ݱཉ求」
のϐラミッυで構成されるのとする。

＊30	ӳ『Τコϊミストฤ集෦』・ํಸඒ༁（2017）『2050年の技術　ӳ『Τコϊミスト』ࢽは༧ଌする』
『者のະདྷ૾׆2030年のใ௨৴技術　生』会ฤஶ（2015）ڀݚಓम・NTT技術༧ଌ߂ݪࣰ	31＊
＊32	༷ʑなใγステϜ・コンϐϡーティンάΛ、よりオートϚティッΫ（ࣗಈత・ࣗత）かͭリΞルタイϜにՔಇさͤることで実ݱするの。

ࣗಈӡసंによるࣗಈӡసやυϩーンによるࣗಈର象となる。
＊33	ブレッυ・Ωンά（2018）『֦ுのੈل』
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化する寝室、寝具、寝巻が登場し、睡眠の質を向上させることが考えられる＊34。また、情報収集やスケジュール
調整といったものも、現在よりも進化したAIが用いられたパーソナルアシスタントが担うことにより、人手を介
さず、迅速かつ快適に行われるといったことが考えられる。また、ウェアラブルや体内摂取可能な医療デバイスが
進化することで、治療が自動管理されることも可能となる＊35といったことが期待されている。

Πɹಇ͖ํͷӨڹ
ʮମの֦ுʯʮଘࡏの֦ுʯによる৽ͨなಇ͖ํ

ਤද�������で挙げた4つのICTによる人間の「拡張」のうち、「身体の拡張」として、仮想ワークスペースと
連動する「グローブ型インタフェース」等、新しい種類のデバイスが登場し、一層効率的かつストレスなしに知的
生産業務が行えるようになる＊36ことが考えられる。また、「存在の拡張」としては、VR/MR/AR技術により、遠
隔コラボレーション（共同作業）が、対面でのコラボレーションと比べてほとんど遜色がないものとなる＊37こと
で、テレワークをはじめとするワークスタイルの変化やオフィスのあり方にも変化が生まれる可能性がある。
人間͕ಇ͘͜ͱのϙジςΟϒなସ

技術の進展により、機械が人間の労働を代替することは、人間の雇用を奪うという面だけではなく、人間が関わ
らずとも様々な仕事が行えるようにもなるというメリットがある。例えば鉱山や宇宙等、人間が活動する場合には
身体や健康・生命を損なうリスクが高い空間での作業をロボットが代行するようになる＊38とともに、必要となる
工具等の器具は3Dプリンティングで人手による輸送なしに準備することが可能となる＊39ことも考えられる。

また、人手を要するものの付加価値が低い作業について、完全に自動化される＊40ことが考えられる。この場合
であっても、人間が行う方がより良質なサービスを提供できるのであれば、このようなサービスが有料化・プレミ
アム化といったように差別化される＊41可能性もあるだろう。

＊34	૯省（2015）「2020年Ҏ߱にීٴする革৽తなICTサービスに関するௐࠪڀݚ」
＊35	ブレッυ・Ωンά（2018）『֦ுのੈل』
『者のະདྷ૾׆2030年のใ௨৴技術　生』会ฤஶ（2015）ڀݚಓम・NTT技術༧ଌ߂ݪࣰ	36＊
『者のະདྷ૾׆2030年のใ௨৴技術　生』会ฤஶ（2015）ڀݚಓम・NTT技術༧ଌ߂ݪࣰ	37＊
＊38	米ࠃࠃՈใ会ٞฤ・୩ொ真च༁（2013）『2030年ੈ界はこうมΘる』
＊39	ブレッυ・Ωンά（2018）『֦ுのੈل』
＊40	૯省（2015）「2020年Ҏ߱にීٴする革৽తなICTサービスに関するௐࠪڀݚ」
	 （http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/h27_08_houkoku.pdf）
＊41	ブレッυ・Ωンά（2018）『֦ுのੈل』
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�ʢิʣେنࡂͱ*$5ͱのؔΘΓ

සൃ͢るେنࡂͱ*$5�
我が国では、平成の30年間に大規模な地震や豪雨が頻発し、気象庁が名称を定めたものに限っても27になる

（ਤද�������）。
ਤද������� ฏの�0ؒʹൃੜͨ͠େنͳٴͼ߽Ӎʢؾி໊͕শΛఆΊͨのʣ

໊শ ؒظ Ҭಠࣗの໊শɺओͳඃ
ฏ�（����）۴࿏ԭ ฏ��݄�� ݯのਂ͞が���LNҎਂのඃɻՈやߏにඃɻ
ฏ�（����）ւಓೆԭ ฏ��݄�� 「Ԟ৲ౡの」ɺ「Ԟ৲ౡの」ͱɻͱՐࡂでେ͖なඃɻ

ฏ��݄߽Ӎ ฏ��݄��
ʙ�݄� 「�ŋ�ਫ」ɺ「ࣛࣇౡਫ」ɻࣛࣇౡࢢ（ࣛࣇౡݝ）の࠭ࡂɾߑਫɻ

ฏ�（����）ւಓ౦ํԭ ฏ���݄� ํ࢛ౡにେ͖なඃɻ౦ํでによΓඃɻ
ฏ�（����）ࡾはる͔ԭ ฏ���݄�� Ոのݐやಓ࿏ଛյのඃɻ

ฏ�ʢ1���ʣฌݝݿೆ෦ ฏ��݄�� ɻઢの高Սにඃװɻ高ಓ࿏や৽によΓେ͖なඃࡂに�のҬɻՈのյやՐݝݿɻฌ「ࡂਆɾ୶࿏େࡕ」
ฏ��（����）ௗऔݝ෦ ฏ����݄� Ոのඃや่ࢁΕɺӷঢ়化ݱがൃੜɻ
ฏ��（����）ܳ༧ ฏ���݄�� Ոのඃやӷঢ়化ݱがൃੜɻ
ฏ��（����）ेউԭ ฏ���݄�� によΓඃɻੴ༉λϯΫのスϩογϯάによるՐࡂൃੜɻ

ฏ���݄৽ׁɾౡ߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ�� 「����৽ׁ߽Ӎ」ɻ

ฏ���݄Ҫ߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ�� Ҫݝのਁਫɾ࠭ࡂɻ

ฏ1�ʢ200�ʣ৽ׁݝதӽ ฏ����݄�� 「৽ׁݝதӽେࡂ」ͱɻޱொ（ݱɿԬࢢ）で�ɻ規のେ͖な่ࢁΕやؠ൫่յがൃੜしɺಓ࿏がੇஅɻՏಓด࠹ൃੜɻ

ฏ���݄߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ��

「ฏ���݄ࣛࣇౡݝ෦߽Ӎ」ɻਡ๚ބ（ݝ）पลの࠭ࡂɾਁਫɺఱཽ
（ݝ）の൙ཞɻ

ฏ��（����）ొౡ ฏ���݄�� Ոのඃや่ࢁΕがൃੜɻ
ฏ��（����）৽ׁݝதӽԭ ฏ���݄�� Ոのඃの΄͔ɺ่ࢁΕによΓమಓがੇஅɻ
ฏ��（����）ؠ手ɾٶ ฏ���݄�� Ոのඃの΄͔ɺେ規な่ࢁΕやՏಓด࠹がൃੜɻ

ฏ���݄߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ�� ɻのਁਫ（ݝѪ）ࢢɾԬ࡚ࢢݹ໊

ฏ���݄தࠃɾभ෦߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ�� 「ฏ���݄��߽Ӎ」ɺ「߽ޱࢁӍࡂ」ɻ

ฏ2�ʢ2011ʣ౦ํଠฏ༸ԭ ฏ���݄�� 「౦ຊେࡂ」ɻࢢݪ܀（ٶݝ）で�ɻ౦ํをத৺にによΓେ͖なඃɻपظ動やӷঢ়化ݱによΓඃൃੜɻ

ฏ���݄৽ׁɾౡ߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ�� の൙ཞɻ（ݝ৽ׁ）ཛྷɾѨլेޒ

ฏ���݄भ෦߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ��

の（ݝେ）ࢢɾా（ݝԬ）ࢢɻീঁ「ࡂӍ߽ࢢ����ా」ɺ「Ҭେਫຊ۽」
࠭ࡂɾߑਫɺ෦（Ԭݝ）の൙ཞɻ

ฏ2��݄߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ�݄��

Ӎ߽ࢢɺ「୮「ࡂౡେ規࠭�����݄」ɺ「ࡂ����࠭」ɺ「ࡂౡ߽Ӎ」
ɺ「����高߽Ӎ」ɻ「ࡂ

ฏ���݄ؔ౦ɾ౦߽Ӎ ฏ���݄�
ʙ�� 「َౖਫ」ɻَౖ（Ἒݝ）ɾौҪ（ٶݝ）の൙ཞ

ฏ2�ʢ201�ʣ۽ຊ ฏ���݄��
��

ӹொ（۽ຊݝ）（�݄��ɺ�݄��）ɺݪଜ（۽ຊݝ）（�݄��）で�ɻ
Ոのඃの΄͔ɺେ規な่ࢁΕがൃੜɻ

ฏ���݄भ෦߽Ӎ ฏ���݄�
ʙ� ேࢢɾ౦ๆଜ（Ԭݝ）ɾాࢢ（େݝ）のߑਫɾ࠭ࡂɻ

ฏ�0�݄߽Ӎ ฏ���݄��
ʙ�݄�

「ຊ߽Ӎ」ɻౡݝɾѪඤݝの࠭ࡂɺෑࢢਅඋொ（Ԭݝࢁ）のߑਫなͲɺ
ɻҬ的なඃ

ฏ�0ւಓৼ౦෦ ฏ���݄� ްਅொ（ւಓ）で�ɻްਅொをத৺にଟの่ࢁ
（出典）気象庁「気象庁が名称を定めた気象・地震・火山現象一覧」を基に作成
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平成の30年間は、ICTとりわけインターネットと携帯
電話の発展・普及に象徴される時代であることはここまで
みてきたとおりであるが、その節目には大規模災害も関
わっている。

1995年の阪神・淡路大震災においては、固定電話網が
寸断され又は輻輳する中、当時普及の初期段階にあった携
帯電話はつながるということが注目された（ਤද������
̎）。また、同じく普及の初期段階にあったインターネッ
トを用いて被災地の状況を発信することも行われた（ਤද
�������）。

2011年の東日本大震災とICTとの関係については、阪神・淡路大震災時に比べると携帯電話が広く普及してお
り、SNSも活用された一方で、東北・関東地方を中心に、回線の途絶や停電等によりICT機器が使用できなくな
るなどの被害が発生した。また、東日本大震災での教訓を基に、LINEが開発されたことでも知られる。

ฏ���݄߽Ӎに͓͚る௨৴のঢ়گ�
Ξɹ߽Ӎࡂͷಛͱใୡ

豪雨災害を大規模な地震と比較した場合、3つの点でICTの活用との関係性がより深いと考えられる。
第一に、豪雨災害の頻度が比較的高いため、データが蓄積されるという点である。ਤද�������でみたとおり、

平成の後半では、気象庁が名称を定めたものに限ってもほぼ毎年のように我が国のいずれかで豪雨災害が発生して
いる。広島市や九州北部のように数年おきに豪雨災害が発生している地域もあれば、豪雨災害への対応は未経験又
は十数年ぶり、場合によっては数十年ぶりというところもあるなど地域によって違いはあるものの、過去ある地域
で起きた豪雨災害対応における知見やノウハウをデジタルデータの形で蓄積し、将来他の地域でも含め活用するこ
との現実性や意義は大きいと考えられる＊42。

第二に、地震を数日から数時間前に予知することと比較して、豪雨の発生や豪雨災害の予測は予見可能性が高い
ことが挙げられる。このため、警報や避難に関する情報が発信されてから災害が発生するまでの間、被害軽減等の
ために情報伝達が果たす役割も大きいと考えられる。

第三に、場所により状況が異なり、必要な情報を必要とする人に伝える観点からは、よりきめ細かな情報伝達が
必要となると考えられる点である。このため、従来型メディア以上にインターネット等を活用したメディアの重要
性が相対的に高まると考えられる。

ਤද������� Δ͚͓ʹࡂਆେࡕ
چఆిճઢの෮ݻ

（出典）郵政省（1995）「平成7年版通信白書」

ਤද������� ڙใのఏࡂΑΔΠϯλʔωοτΛ௨ͨ͡ඃʹࢢށͰのਆࡂਆେࡕ

（出典）郵政省（1995）「平成7年版通信白書」

＊42	内閣府（ࡂ୲）が2018年6月に公දした、「ࢢொ村のたΊのਫରԠの手Ҿき」のはじΊにに͓いͯ、「தԝࡂ会ٞࡂରࡦ実ߦ会
ٞ「ਫ࣌の避難・Ԡ急ରݕࡦ౼ϫーΩンάάルーϓ」ใࠂ（平成28年3月）に͓いͯは、ઌൠの関東・東߽Ӎࡂからಘられた՝やڭ
りฦされͯきͯいるの܁に͓いͯΛऔりまとΊたとこΖで͋るが、これらの՝のதには過去のਫࡦऔり組むきରޙࠓ、Λཧし܇
が多い。」とされͯいる。
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Πɹฏ���݄߽Ӎͷ֓ཁ
2018年に発生した平成30年7月豪雨（西日本豪雨）では、西日本を中心に多くの地域で河川の氾濫や浸水害、

土砂災害が発生し、死者数が200人を超える平成で最大の水害となった。
2018年6月28日以降、前線と台風第7号の影響により日本付近に非常に温かく湿った空気が流れ込み、広い範

囲で大雨となった。特に7月6日から8日にかけては、西日本を中心に広い範囲で記録的な豪雨となった。気象庁
は、7月5日に臨時記者会見を開き、8日頃にかけて広い範囲での大雨が続く見込みであり、記録的な大雨となる
おそれがあること、土砂災害や低い土地の浸水、河川の増水・氾濫に厳重な警戒が必要と呼びかけた。7月6日に
は、1府10府県に大雨特別警報＊43を発表した。

7月7日になると、西日本を中心に広域的に大規模な浸水や土砂災害が発生した状況が徐々に明らかになった。
これにより、死者237名、行方不明者8名、家屋の全半壊等2万2000棟以上、家屋の浸水2万8000棟以上の

極めて甚大な被害＊44が広範囲で発生した。

ɹฏ���݄߽Ӎʹ͓͚Δ௨৴ઃඋͷඃঢ়گ
平成30年7月豪雨により、通信設備にも被害が発生した。一部では、土砂崩れによる電力ケーブル断等による

停電や通信の伝送路断のほか、通信施設内への浸水による設備の水没が発生したことにより、迅速な復旧が困難な
状況となった。また、道路寸断等により道路の通行や通信施設への立入りが困難になるなどにより、復旧までの時
間が長期化した施設もあった。ただし、携帯電話に関しては、サービスに支障が生じたエリアは限定的であり、施
設の復旧が長期化したエリアであっても、応急復旧により通信を復旧させたケースもあった。

ʢΞʣݻఆిɾインターωοτ
まず、固定電話・インターネット回線の被災・復旧状況の推移を概観する。
7月7日に、高知県内全域においてNTT西日本のフレッツ光等約10万回線が不通になったことにより、影響回

線数は最大の115,680となっている。影響回線数は、7月8日に2万1000程度となった後は漸減傾向となり、7
月12日以降7月中は8000強で推移し、8月6日には0となっている（ਤද�������）。復旧に時間を要した事例は、
土砂崩れにより中継伝送路が絶たれたケース、局舎が水没した事例であり、前者は迂回ルートの仮設等の応急的措
置もとりつつ復旧させた。

ʢイʣܞଳి
次に、携帯電話に関する被災・復旧状況の推移を概観する。携帯電話基地局の停波原因の割合は、伝送路断が

56％、停電が36％、水没が5%、設備故障が3%となっている。平成29年九州北部豪雨の際の停波原因の割合は、
伝送路断が50％、停電が41％であり、似た傾向を示している（ਤද�������）。熊本地震の際は、約75％が商用
電源の停電であったことと比較すると、豪雨災害では土砂崩れによる伝送路断の影響が大きい。

ਤද������� ฏ�0�݄߽ӍʹΑΔݻఆిɾΠϯλʔωοτのӨڹճઢ
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（出典）総務省（2018）「平成30年7月豪雨に係る被害状況等について」を基に作成

＊43	ಛผܯใは、2013年8月にӡ用が開始され、ܯใの発දج४Λはるかに͑る大Ӎや大が༧され、ॏ大なࡂのىこる͓ͦれがஶ
し͘高まっͯいる߹に発දされる。ಛผܯใが発දされたҬでは、े年にҰの、これまでに経ݧしたことのないようなॏ大なݥةが
ࠩしഭったҟৗなঢ়گに͋り、大Ӎの߹෩や集த߽Ӎによりे年に1の߱Ӎྔとなる大Ӎが༧される߹に発දされる。

＊44	消ிใ2019年1月9日16ࡏݱ࣌　内閣府「平成30年7月߽Ӎによるඃঢ়گにͭいͯ（平成31年1月9日17:00ࡏݱ）」
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2011年の東日本大震災において、固定系では約190万回線が被災し、移動系では約2万9000局が停波した経
験を基に、電気通信事業者では対策を講じるとともに、マニュアルの作成や訓練、その後の大規模災害での対応結
果を基に見直しを進めてきた。

2016年の熊本地震においては、上記の対策の効果や局地的な地震であったこともあり、被害は比較的限定的で
あった。

平成30年7月豪雨においては、停波した基地局数が一時400程度に達した事業者もあったものの、応急復旧、
また近隣の基地局からカバーするなどの対策も含めれば、講じられた対策がサービスの継続や早期復旧に大きく寄
与したといえる（ਤද�������）。

影響市町村数及びエリア状況からも、一部のエリアで被害及び通信に支障が生じたものの、早期に復旧が行わ
れ、多くの場所ではサービスが継続されていたことがわかる＊46（ਤද�������）。

ਤද������� ฏ�0�݄߽ӍʹΑΔܞଳిجہのఀ＊45
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（出典）総務省（2018）「平成30年7月豪雨に係る被害状況等について」を基に作成
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（出典）総務省（2018）「平成30年7月豪雨に係る被害状況等について」を基に作成

。の規模Λදすのではないڹは、サービスӨہجは֤社でҟなり、ఀதのہجଳి事業者がઃஔしͯいるܞ	45＊
＊46	ௐࠪର象Ҭはݶఆతで͋るが、ୈ3߲でޙड़するΞンέートの݁Ռから֓Ͷܞଳిによる௨৴がՄで͋ったと͑ߟられる。また、イ

ンタビϡー݁Ռで、ܞଳిによる௨৴はෑࢢ真උ۠でਫによりجہが用不となったたΊҰ࣌తにͭながらないຢはͭながり
に͘かったࢫのコメントが͋ったが、ͦれҎ֎は֓Ͷな͑͘ߦたとのコメントが大で͋った。
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ฏ���݄߽Ӎに͓͚るใߦಈ�
Ξɹฏ���݄߽Ӎʹ͓͚Δඃऀࡂͷใߦಈ

ʢΞʣௐࠪ֓ཁɾରͱ͢るϝデΟΞ
総務省では、被災地域における住民の情報行動を分析するためのアンケート調査を、また、自治体職員や企業の

関係者、ボランティアの活動をなされていた方々等を対象にインタビュー調査を実施した。
対象地域は、被害状況等に基づき選定した、広島市安芸区、広島県坂町、広島県三原市、岡山県倉敷市真備地区

としている。
アンケート調査に当たっては、東日本大震災における情報通信の在り方に関する調査結果（以下「東日本大震災

調査」という。）及び熊本地震におけるICT利活用状況に関する調査結果（以下「熊本地震調査結果」という。）＊47

とも比較できるよう、対象のメディアを放送系のメディア、移動及び固定通信、防災行政無線などとし、各端末で
のアプリケーションの活用状況等も調査した（ਤද�������）。

ਤද������� ෮چஈ֊ʹ͓͚Δܞଳి֤ࣾのΤϦΞঢ়گ

ɿαʔϏスࢧো༗
ɿαʔϏスࢧোແ

ݝౡ

Ѫඤݝ

Ԭݝࢁ

ιϑトόϯΫ（࣌����������）,%%*（࣌����������）EPDPNP（࣌���������）

˞ਤதのઢのよ͏にɺؒࢁ෦をൣғにΤϦΞ化しͯいる߹ɺ෮چ·でにؒ࣌をཁする߹が͋るɻ
（出典）各社ホームページを基に総務省作成

＊47	平成23年版ใ௨৴白書　http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/h23.html
	 平成24年版ใ௨৴白書　http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/h24.html
	 ૯省（2012）「࣌ࡂに͓けるใ௨৴のࡏりํに関するௐࠪ」	http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/h24_05_gaiyo.pdf、

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/h24_05_houkoku_siryo.pdf
	 平成29年版ใ௨৴白書　http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h29/html/nc150000.html
	 ૯省（2017）「۽本に͓けるใ௨৴のࡏりํに関するௐࠪ݁Ռ」	
	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin02_02000108.html

令和元年版　情報通信白書　ୈ�෦ 193

S
o
c
i
e
t
y��

5・0
が
真
価
を
発
揮
す
る
た
め
に
何
が
必
要
か

第
2
章

人間ͱ *$5 の৽ͨなؔ ୈ �અ



以下、本項において、上記調査結果に言及する場合は、「インタビュー調査結果によると」「アンケート調査結果
によると」と表記する。

ਤද������� ରͱ͢ΔϝσΟΞ
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（出典）総務省（2017）「平成29年版情報通信白書」を基に作成

ਤද������� ௐࠪରऀ＊48

ௐࠪରऀʗௐࠪख๏
ௐࠪରҬʗௐࠪରऀ

ʣࡂʢ࠭ܭ߹ ʢߑਫʣ
۠ܳ҆ࢢౡ ொࡔݝౡ ෑࢢਅඋ۠ ࢢݪࡾݝౡ

ΠϯλϏϡʔௐࠪ
自࣏ମɾا業ɾϘϥϯςΟΞؔऀ
Ξϯέʔτௐࠪ（ඃࡂのॅຽ）
回ऀ ��� �� ��� ��� ���
උߟ ΣϒΞϯέʔトௐࠪ Ծઃॅのೖऀډにௐ

ࠪථを
ॅຽجຊா͔Βநग़
しͨඃࡂのੈ���ܭ
ଳにௐࠪථをૹ

ॅຽجຊா͔Βநग़
しͨඃࡂのੈ���ܭ
ଳにௐࠪථを

（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」

ਤද�������� Ξϯέʔτௐࠪରऀのଐੑ

ௐࠪ 20 �0 �0 �0 �0Ҏ্
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（ࡂ࠭）۠ܳ҆ࢢౡ
��� �� �� �� �� ��
����� ���� ���� ���� ���� ����

ෑࢢਅඋ۠（ߑਫࡂ）
��� � �� �� �� ��
����� ��� ��� ���� ��� ����

（ࡂਫߑ）ࢢݪࡾݝౡ
��� �� �� �� �� ��
����� ��� ���� ���� ���� ����

ੑ
ผ

உੑ
��� �� �� �� �� ���
����� ��� ���� ���� ���� ����
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����� ��� ���� ���� ���� ����

（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」

＊48	東日本大ࡂのΞンέートௐࠪは、インタビϡーௐࠪର象者（࣏ࣗମ、ا業の関者ٴͼϘランティΞ）Λର象とし、۽本のΞンέー
トௐࠪは、インタビϡーௐࠪର象者とΣブΞンέートௐࠪから構成されͯいるのにରし、ࠓճௐࠪのΞンέートௐࠪは、ࡔொ、ࢢݪࡾにͭ
いͯは๚ௐࠪ、ෑࢢにͭいͯは༣ૹௐࠪでߦっͯいる。
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調査対象地域によって、年齢構成、利用機器・サービス、被災状況等が異なるため、ICT機器の利用状況につ
いては、対象地域別、年代別の結果も交えつつ概観する。

普段使っているICT機器の利用率は、テレビ（地上波放送の受信）が各地域で70％～80％と割合が高くなって
いる。携帯電話、パソコン等の通信機器の利用率については、年齢構成の違い等により各対象地域で異なってお
り、比較的50代以下の構成比が高い広島市安芸区及び三原市ではスマートフォンやパソコンが多く利用されてい
る（ਤද��������）。

年代別にICT機器の利用状況を概観すると、50代以下でスマートフォンの利用率が高い一方で、60代以上では
スマートフォンの利用率が下がる傾向が顕著になっている（ਤද��������）。

ਤද�������� Ξϯέʔτௐࠪରऀの*$5ثػのར༻ঢ়گʢରҬผʣ
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（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」
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ʢイʣඃऀࡂのใߦಈ
インターネットサービスの利用状況についてみたものが、ਤද��������である。年代別の傾向の違いが顕著で

あり、20代30代では90％程度がインターネットを、80％程度がLINEをよく利用すると回答しているが、60代
では20％台にまで低下している。

ਤද�������� Ξϯέʔτௐࠪରऀの*$5ثػのར༻ঢ়گʢผʣ
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（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」
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警報発令時、発災時、発災後から発災1週間以内、発災1週間以降に分けて、情報収集に利用した手段をみると、
携帯電話による通話が最も多く、次いで地上波放送、携帯メール、LINEとなっており、普段から利用されている
手段がよく利用される傾向にある。

時系列での変化が大きいのは地上波放送、比較的変化があるのはケーブルテレビ放送、近隣住民の口コミ、行政
機関のホームページとなっており、その他の手段については、目だった時系列変化はみられない。

特に、地上波放送の推移が特徴的であり、警報発令時には40％であったのが発災時には30％程度となり、発災
1週間以降では50％程度利用されている。洪水や土砂災害の発災直前～発災時は場所による状況の違いが大きい
ことから、放送以外の手段でのよりきめの細かい情報が求められた一方、復旧期の情報収集では放送が活用された
と考えられる（ਤද��������）。

ਤද�������� ௐࠪରऀのΠϯλʔωοταʔϏεのར༻ঢ়گ
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（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」
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情報収集に役立った手段も、概ね情報収集に利用した手段と同様の傾向を示している（ਤද��������）。

なお、情報収集に役立った手段の時系列変化を、東日本大震災調査、熊本地震調査と比較すると、東日本大震災
では、多くのメディアで時間経過によって役立ったという回答の割合が上昇（ただしラジオは時間経過により低
下）したのに対し、熊本地震調査では時間経過による変化が小さくなっており、平成30年7月豪雨の調査結果も
熊本地震調査と概ね似た傾向を示している（ਤද��������）。これは、熊本地震や平成30年7月豪雨においては、
通信・放送インフラへの被害が比較的限定的であったことを示すものと考えられる。
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（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」
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（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」
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Πɹආ࣌ͷ*$5ڥͷඋ
避難時のICT環境に関しては、地方公共団体、電気通信事業者やメーカー等による公衆無線LANの開放や携帯

電話充電器の貸与、被災者や避難所等へのテレビ設置等の支援が行われた。
公衆無線LANについては、携帯電話事業者等による「0

ファイブゼロ
0000JAPAN」の提供等を通じて、被災者の通信環境

を確保する取組が実施された。
「00000JAPAN」とは、各事業者が提供するWi-Fiサービスを、大規模災害発生時に被災者の通信接続手段の1

つとして利用してもらうことを目的に、災害用の統一SSID「00000JAPAN」として公衆無線LANサービスを提
供するものである。本取組は東日本大震災を教訓として始められており、2013年9月に岩手県釜石市で実証実験
が行われた。その後、2014年5月に正式運用が開始され、2016年の熊本地震で初めて実運用に至った。

平成30年7月豪雨の避難所でのICT環境について、アンケート調査の対象者に「携帯電話回線による通信」「無
料Wi-Fiサービス」「充電サービス」「無料公衆電話による通話」のそれぞれの利用状況を尋ねた結果が、ਤද����
����である。
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（出典）総務省（2017）「平成29年版情報通信白書」
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平成30年7月豪雨においては、概ね携帯電話による通信が可能であったことから、アンケート調査対象者の避
難者では携帯電話回線による通信の利用が多く、無料Wi-Fiの利用や無料公衆電話による通話の利用は限定的で
あった。また、60代以上を中心に無回答が目立つことから、認知度やわかりやすさの点で課題が残されている可
能性がある。もっとも、災害時においても複数の通信や情報伝達手段を確保することの重要性は随所で指摘されて
おり、この点で無料Wi-Fiサービスの果たす役割は重要と考えられる。

また、充電サービスについては、熊本地震の調査結果と比較すると十分に利用できた者の割合が高まっている傾
向にある。熊本地震の際は、電気通信事業者から「避難所に充電器を設置して回ったが、避難所の情報が整理され
ておらず、設置に時間がかかった」との意見もあったが、平成30年7月豪雨の際は、電気通信事業者から「これ
までの別の災害時の対応と同様に、行政のHPで情報を確認しながら能動的に動きつつ、要請にも対応した」等の
意見があり、被災地が広範であったものの、過去の災害の教訓を生かし対応した様子がうかがえる＊49。

なお、インタビュー調査の対象者のうち複数の役場の職員や避難所の運営者からは、Wi-Fi、充電器及び無料公
衆電話が役立った、避難者に活用されている旨のコメントもあった。
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（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」

＊49	たͩし、࣏ࣗମごとに避難ॴのใなど)Pで開ࣔされるใの༷式がҟなることやใのにͭいͯのࢦఠ͋った。たと͑、「300人
ऩ༰」と書いͯ͋るたΊ避難者ͩとࢥっͯߦったとこΖ実ࡍには人しか避難しͯいなかったり、避難ॴの౷ഇ߹によっͯ避難者がগない
とࢥっͯいたとこΖに避難者が͋;れͯいたྫが͋ったなど。
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ฏ���݄߽Ӎの܇ڭͱ*$5�
第1項から第3項までの結果も踏まえ、平成30年7月豪雨におけるICT活用の教訓と示唆を考察する。

Ξɹ௨৴ΠϯϑラͷڧਟԽʹΑΔ҆৺ɾ҆શͷ࣮ݱ
のऔऀۀࣄ௨৴ؾి͚ͨ5インϑϥに$*͍ڧにࡂ

電気通信事業者各社は、東日本大震災における携帯電話基地局の停波の原因の多くが停電や伝送路断によるもの
であったことから、停電対策や伝送路断対策、停波した場合のエリアカバー対策を強化してきた。ソフト面でも、
平時には災害対応のマニュアルの作成・見直し、訓練や関係機関との連携等を行いつつ、大規模災害が起こる度に
これらの見直し等を行ってきた。

停電対策としては、移動電源車や可搬型発電機の増配備、基地局バッテリーの強化が行われている。また、伝送
路断対策としては、伝送路の複数経路化の拡大、衛星エントランス回線やマイクロエントランス回線による応急復
旧対策の拡充が行われている。また、エリアカバー対策として、可搬型基地局や車載型基地局の増配備、大ゾーン
基地局の設置が進められていた。

平成30年7月豪雨においては、一部で土砂災害による伝送路断等が発生したものの、電気通信事業者等の取組
が一定の成果をあげ、移動系通信インフラの被害は概ね局地的なものにとどまったと考えられる。

東日本大震災以降の大規模災害の経験に基づき、ハード、ソフト両面で対策が講じられた結果として、平成30
年7月豪雨での対応に関しては過去の教訓が生かされたといえる。

Πɹ��·ͰεϚʔτϑΥϯར༻͕ҰൠԽʙ׆༻Ͱ͖Δٕज़׆༻Λʙ
ʢΞʣॅຽ

今回のアンケート調査結果では、20～40代は8割程度、50代は7割程度がスマートフォンを利用していた。
また、豪雨災害では、前後の段階と比較して発災時に地上波放送の情報収集手段としての利用率等が下がってい

た点が特徴的であり、警報発令時以降発災時までの間、避難するか否かの判断が迫られる時間帯に各地区の状況に
応じたきめ細かな情報が必要となっている可能性が示唆される。

普段から利用されており緊急時でも利用されやすい点、放送系のメディアと比較して個々人の状況に応じたきめ
こまかな情報伝達が可能である点、自治体の人員等リソースの制約から特に大規模災害では公助に限界があり住民
による自助共助が求められる点等を考慮すると、豪雨災害の際スマートフォンを活用することの意義は大きいと考
えられる。

ただし、60代以上では、フィーチャーフォンや地上波放送を利用する割合は一定程度あるものの、それ以外の
機器やメディアを利用する割合は低い傾向にあり、コミュニティ内で比較的若い年齢層と60代以上との間で必要
な情報の伝達が行われることが望ましいと考えられる。

その他、インタビュー調査結果では、被災者支援に携わった複数の組織から、LINEのグループを活用したこと、
現場の写真を共有したことが呼びかけなど次の行動に有効であった旨の意見があった。

既にデジタル化が一定程度発展・普及し、スマートフォンの普及により通信やセンサー等の単価が下落したこと
もあり、活用できるテクノロジーは活用することが望ましいと考えられる。

ʢイʣ࣏ࣗମ
地方公共団体やライフライン等から放送事業者等への情報発信・伝達については、Lアラートが活用された。総

務省（2018）＊50によると、平成30年７月豪雨がピークを迎えた７月４日～９日の間で、Ｌアラートを経由した情
報発信を行った団体は全国で549団体（地方公共団体：542団体、ライフライン事業者：５社、国土交通省：２
組織）、Ｌアラートを経由した情報発信件数は15,227件（避難勧告・指示：3,004件、避難所開設情報：7,855件、
お知らせ：1,549件等）であった。インタビュー結果によると、自治体からは「即時性が高く、発信が手軽」 ＊51、
放送事業者からは「L アラート導入により、情報収集にかかる労力は格段に削減できた」とのコメントがあった。

＊50	૯省（2018）「ޙࠓの-Ξラートのࡏりํݕ౼会ใࠂ書」
＊51	たͩし、̡Ξラートにࡂ関連ใΛ発৴するたΊのγステϜやૢํ࡞法は、都ಓ府ݝ୯ҐでࣗओతにඋがߦΘれͯいる「ࡂใγステ

Ϝ」にґ存するたΊ、ݱঢ়、ࡂใγステϜのҧいΏ͑のૢੑ࡞のࠩが存ࡏすることや、ࢢのࡂใڞ༗γステϜのใΛݝのγステϜ
にஞ࣍手入ྗしͯいる事ྫ͋り、কདྷతなվળがظされる。
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現在、Lアラートにおける災害情報伝達は、テキスト情報の伝達にとどまっており、より避難指示等の発令地区等
を容易に理解することを可能にするためのLアラート情報の地図化が進んでいくことが期待される。

残された課題として、自治体における状況の把握や、応急段階・復旧段階における必要物資の手配等では、電話
を含む口頭での伝達やFAXを含む紙での伝達が多く残されていることや、それらに人手が割かれることが挙げら
れる。物資の手配に関して、一部では、ビッグデータ解析を活用した必要物資の手配、タブレットを活用した情報
の共有やSNSによるニーズの発信も行われたが、インタビュー結果によると多くは対面、電話、FAX等による伝
達であり、SNSによるニーズの発信についても「これが足りない」と発信した結果、想定以上の量の物資が届き
保管場所がなくなるなど別の問題も発生した事例があったなど、総じて熊本地震調査時に指摘した課題が残されて
いたと考えられる。災害状況要約システムD-SUMM＊52の活用が考えられるほか、LINEを用いてチャットボット
から被災者に対して問いかけを発し、回答をAIで集約することで政府・自治体による状況把握や被災者のニーズ
に合った情報提供を行うための実証実験も2018年12月から行われており、利用者における活用と合わせて今後
の取組が期待される。

ɹͳͥආ͕Ε٘ਜ਼ऀ͕ग़ͨͷ͔ʙʮ͑Δʯ͔ΒʮΘΔʯɺͦͯ͠ߦಈʙ
ʢΞʣなͥɺආ͕ࣔࢦग़͞ΕɺϋβーυϚοϓ͕͋ͬͨにかかΘΒͣආ͕Εͨのか

発災時・発災直後に関しては、既に各種報道や政府の審議会又は検討会等でも指摘されているとおり、避難勧告
等が出されていたにもかかわらず、また、ハザードマップで被害が予測されていたにもかかわらず、住民の避難が
遅れ、犠牲者が出たという事実がある。

避難が遅れた要因としては、正常性バイアスや情報過多が指摘されている。
三友（2019）＊53では、広瀬（2014）、広瀬（2017）を踏まえつつ次のとおり指摘している。

「西日本豪雨における土砂災害、堤防の決壊、ダムの放水等による水害では、行政による警報の出し方の問題の
ほかに、住民の避難の遅れに注目が集まった。被災者に話を聞くと、テレビやネットで警報が出されていることは
知ってはいたものの、「自分が災害にあうとは思っていなかった」、「隣の人が逃げていないから大丈夫だと思った」、

「怖くて逃げることができなかった」といった声が多い。災害からの被害を少なくするには、避難が重要であるが、
実は、それが大変難しい。人にはなかなか逃げることができない「心の罠」が存在している。人間は合理的に生き
ていると思われているが、実際は、明らかな危険に直面しても逃げることは容易ではないのである。心理学では、
自分だけは大丈夫だと思い込むことを「正常性バイアス」、隣の人が逃げないから自分が大丈夫だと思い込むこと
を「同調性バイアス」、想定外のことに頭が真っ白になって反応ができなくなってしまうことを「凍り付き症候群」
と呼ぶことがあるが、いずれも人間の心の傾向の問題であり、大きな災害発生する度に繰り返し指摘されている」

例えば、倉敷市真備地区では、1976年（昭和51年）にも浸水があったが、その時の浸水が深さ50cm程度で
あったこと、その後大きな被害がなかったことが2018年の平成30年７月豪雨においての正常性バイアスをもた
らした旨の指摘もある。

正常性バイアスに関して、人間は、しばしば事実や数字よりも直感やストーリーを基に判断することが、行動経
済学や人文学でも指摘されている。ただし、直感やストーリーは、正常性バイアスにもなりうる一方で、危機を回
避する方向にも作用し得ると考えられる＊54。

アンケート調査結果を基に、避難の有無及び場所の類型別に、判断要因を集計した（ਤද��������）。これによ
ると、屋外に避難した者は、「周囲の環境が悪化してきたから」「自分のいる場所で浸水又は土砂崩れが起こったか
ら」「周囲の人に促されたから」と回答した割合が40％前後と高くなっており、直感的又はわかりやすい出来事が
避難を促進させた可能性がうかがえる。何もしなかった又は自宅の2階等に避難した者は、「これまで災害を経験
したことはなかったから」「大雨や浸水により外に出る方が危険だと思ったから」を挙げる者が比較的多い傾向に
あり、上述の正常性バイアス、判断の遅れにより状況が悪化する前に避難できなかった可能性がうかがえる。

＊52	 Twitter্のࡂ関連ใΛリΞルタイϜにੳし、ࣗ 。うγステϜߦԉΛࢧԉ、避難のٹ、Ѳ・அΛՄとしگମごとにཧしͯҰでঢ়࣏
	 https://disaana.jp/d-summ/
P.10『興に向けͯ࠶レジリΤンスの向্とҬ社会の	とใ・メディΞࡂ大』ฤஶ（2019）ࢤ༑ਔࡾ	53＊
＊54	人ྨがストーリーΛڞ༗することはظతに人ྨΛਐԽするํ向に࡞用しͯきたと͑ߟられる。ϢϰΝル・ϊΞ・ϋラリはஶ書『ϗϞ・

デス』に͓いͯ、人ྨがਐԽし、人ྨよりମతに༏Ґで͋ったネΞンデルタール人が໓したことΛͭͭ͛ڍ、人ؒがจ໌Λ࡞りٿ
で人ޱΛ増Ճさͤたのは、ストーリーΛڞ༗したからͩとࢦఠしͯいる。
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現状、避難の判断要因としてネット系メディアを挙げる割合は必ずしも高くはなかったが、周囲の環境の悪化を
伝えたり、身近な人による避難を促したりする際に、補助的に活用することも考えられる。きめ細かい情報をもと
に、避難の必要な人が必要なタイミングで我が事として捉えられる情報伝達が有効と考えられる。

ʢイʣʮ͑るʯかΒʮΘるʯɺͦͯ͠ߦಈɿ͖Ίࡉか͍ใΛجにͨࣔࠦ͠తなऔྫࣄ
地区の住民が主体となって取り組むことも有効と考えられる。
ここまでの調査結果や先行調査の結果からは、避難が必要な場合に避難できたか否かについては、わかりやすい

「きっかけ」が鍵であり、その一例として、近隣住民による声掛けも効果的であったことがうかがわれる。また、
近年の防災行政においては、公助の限界や自助・共助の重要性が指摘されており、これらに関連してICTが果た
しうる役割も大きいと考えられる。

スマートフォンの普及によりセンサーやカメラの単価が下落したことが、IoTの進展につながっており、防災・
減災の分野でもICT活用の裾野が広がりつつあると考えられる。各地で河川にライブカメラを設置して水位等の
状況を閲覧可能にするという事例は出つつあるが、地区の住民と大学とが連携する示唆的な事例として、広島市安
佐北区三

み い り
入地区の取組が挙げられる。

同地区では、2014年に発生した平成26年8月豪雨で土砂災害が発生し、地区内で2名が犠牲となった。地区の
自主防災組織会長の新

あたらしき
木信博氏は、被災を伝承する取組を進めているほか、広島市立大学環境情報学部の西教授と

共同で、地区を流れる根谷川に監視カメラを設置するとともに、山にガスを感知するセンサーを設置している＊55。
これにより、住民が安全な場所でパソコンやスマートフォンから川の状況を確認することができるようになったほ
か、土砂災害の前兆をガス感知器で予測することも試行している。

ਤද�������� ආॴྨܕผのஅཁҼ

Կしな͔ͬͨ（/����）
֎に避（/����）
自の�֊に避（/ʹ���）

� �� �� �� ��（ˋ）

पғのڥがѱ化し͖͔ͯͨΒ

自のいるॴでਁਫຢは่࠭Εが͔ͨͬ͜ىΒ

पғの人にଅ͞Ε͔ͨΒ

ࡂແઢで避をݺͼ͔͚ͯい͔ͨΒ

ςϨϏやϥδΦで避をݺͼ͔͚ͯい͔ͨΒ

ϋβʔυϚοϓでඃࡂするఆになͬͯい͔ͨΒ

Β͔ͨݟଳిのΤϦΞϝʔϧをܞ

4/4をؚΊͨΠϯλʔωοトのใを͔ͨݟΒ

�֊に避すΕ҆શͩͱ͔ͨͬࢥΒ

͜Ε·でࡂをݧܦしͨ͜ͱはな͔͔ͬͨΒ

େӍやਁਫによΓ֎にग़るํがͩݥةͱ͔ͨͬࢥΒ

や高ྸऀがいͯҠ動で͖な͔͔ͬͨΒڙࢠ

避するࡍのҠ動手ஈがな͔͔ͬͨΒ

（出典）総務省（2019）「豪雨災害におけるICT利活用状況調査」

＊55	これらのઃஔに͋たっͯは、૯省ઓུతใ௨৴ڀݚ開発ਪਐ事業（SC0PE）のडୗ（162308001）ڀݚによるࢧԉが׆用されͯいる。
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こうした取組は、避難の必要性の判断や、避難が必要な場合の避難行動に役立つ可能性がある。実際、平成30
年7月豪雨の際、地区に大きな被害はなかったものの、監視カメラの画像をスマートフォンで見た三入地区の若者
が比較的速やかかつ自主的に避難する動きがあった＊56（ਤද��������）。

ਤද�������� ࠜの୩のࢹΧϝϥઃஔの༷ࢠ

（出典）総務省撮影及び広島市立大学環境情報学部西正博教授提供資料

ਤද�������� ฏ�0�݄߽ӍのࡍのࢹΧϝϥのө૾

Տ൙ཞݥةਫҐ
൙ཞ·Ͱ�0Dm

�݄�ɹ��ɿ�� �݄�ɹ��ɿ�� �݄�ɹ�ɿ�� �݄�ɹ�ɿ��

�݄�ɹ��ɿ�� �݄�ɹ��ɿ�� �݄�ɹ��ɿ�� �݄�ɹ��ɿ��

ɿ੨ઢはීஈのਫҐɺઢはͦのؒ࣌のਫҐをࣔすͨΊɺө૾にهしͨの
（出典）広島市立大学環境情報学部西正博教授及び広島市安佐北区三入地区自主防災組織提供資料

＊56	 2014年の平成26年8月߽Ӎのࡍは、避難者はいなかった（たͩし、この߽Ӎの発生ؒ࣌ଳがਂで͋ったことॾ件がҟなることにཹҙ
はඞཁと͑ߟられる）
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ただし、若者は監視カメラの映像をスマートフォン等で確認できるが、高齢者は見ることができなかったという
課題は残った。対策としてカメラの映像を各家庭のテレビに配信する試みも行っており、今後の取組も期待され
る。

ਤද�������� ฏ�0�݄߽Ӎʹ͓͚Δౡࠤ҆ࢢ۠ࡾೖ۠のආऀ

ٴͼؒ࣌ଳ ࠁ࣌ ରҬ ߲ࣄ
�のߍೖখֶࡾ
ආऀ�

ʢຖ࣌ਖ਼࣌࣌ʣ

�݄� �� ����� ۠શҬࠤ҆
��
�� �
�� �
�� ����� ͔΄ೖֶ۠ࡾ 避ࠂק（࠭）ൃྩ �
�� ����� ͔΄ೖֶ۠ࡾ 避४උ（ߑਫ）ൃྩ �
�� ����� શҬࢢౡ େӍಛผܯใൃྩ �
�� ����� ۠શҬࠤ҆ 避ࣔࢦ（࠭）ൃྩ ��
�� ��
�� ��
�� ��

�݄� � ���
（出典）広島市安佐北区役所資料を基に作成
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ՎݝࢁനொのαςϥΠτΦϑΟεɺ·ͨɺՎ͕ݝࢁऔΓΉʮϫʔέʔγϣϯʯɺ͜͜·Ͱ͖ͨͯݟσ
δλϧࡁܦのಛ࣭�従来のΈؒ࣌ɾۭؒΛӽ͑৽ͨͳ߹ͤͱՁΛ͢Δ��Λੜ͔ͦ͏ͱ͢Δ๖ժతྫࣄ
Ͱ͋Δͱͱʹɺۀاɾݸਓʹͱͬͯのʮಇ͖ํվֵʯҬの࣋ଓతʹ͏͠ݙߩΔऔのྫͱ͑ߟΒΕΔɻ

1　ՎݝࢁനொのサςラΠトΦフΟス
Ξ　๛͔なࣗવとݯࢿޫ؍を༴するՎݝࢁനொ
Թஆͳܙʹީؾ·ΕΔののࢁ͍͠ݥ͕ւʹഭΓฏのগͳ͍Վݝࢁɺͦのೆ෦ʹനொҐஔ͍ͯ͠Δɻ
ொのਓޱ2ສਓ͕ͩɺԹઘɺւਫཋɺ۽ݹಓɺ৽ͳڕհྨͳͲの๛͔ͳࣗવͱݯࢿޫ؍Λ༴͠ɺؒ
���ສਓʢ201�ʣの٬͕ޫ؍๚ΕΔɻݝʹߴࢁɺ۽ࢁࡾͳͲੈքతͳޫ؍εϙοτଘ͢ࡏΔɻ

ʪਤද�ɹനொのҐஔʫ

（ग़య）നொ)1

ʪਤද�ɹനொのւਫཋ（നྑ）ʫ

（ग़య）നொఏࢿڙྉ

Π　人口ྲྀ出がਐΉதɺ͍͔にҬに࢈業ޏ༻を創出する͔
നொେࡕத৺෦͔ΒిंຢߴόεͰ2ʙؒ࣌�ఔɺொʹۭߓ͋Γ౦͔ژΒ1ؒ࣌ఔͰΞΫη
εՄͰ͋Δ͕ɺ1��0Ҏ߱ɺ͕ۀاอཆॴ＊1Λด͢Δಈ͖͍͋·ͬͯ٬ޫ؍৳ͼΜͰ͍ͨɻ͞Βʹ
Վݝࢁߍߴଔۀੜのݝ֎ਐֶ͕શࠃτοϓͰ͋Γɺޫ؍Ҏ֎のҬのۀ࢈ޏ༻Λ͍͔ʹग़͢Δ͔ͱ͍͏
՝͕͋ͬͨɻ
　ឯ༨ંۂをͯܦ働きํվֵ・Ҭの࣋ଓతの๖ժとなりͭͭ͋るサςラΠトΦフΟス
͜のͨΊɺՎݝࢁݝのࢢொଜݝの*$5ۀاの༠கΛੵۃతʹਐΊ͖͍ͯͯΔɻҰྫͱͯ͠200�ɺന
ொ͕ւΛݟԼΖ͢ߴʹ͋ΔۀاのอཆॴΛվͨ͠ି͠ΦϑΟεͱͯ͠։ઃ͠ ʮͨനொ*5ϏδωεΦϑΟ
εʯ͕͛ڍΒΕΔɻ͜Εɺด͞ΕͨอཆॴࢪઃΛ༗
ΛਤΔͱ͍͏ڵ༠கʹΑΔҬৼۀاɺͭͭ͠༺׆ʹޮ
ࡦతΛͭ࣋のͰ͋ͬͨɻ͔͠͠ɺॳೖ͍ͯ͠ډ
ͳ͍ঢ়ଶ͕ۀاډҎ来ɺ�Ҏ্ೖͯ͠ڈୀ͕ۀا2ͨ
͕ଓ͍͍ͯͨɻ
ͦのޙɺനொ૯՝の୲ͱͯ͠ணͨ͠ࡔຊେ
׆ɺʮੜࡍͨͬߦの୲ऀʹฉ͖औΓΛۀاͨ͠ڈୀࢯ
໘ΛؚΊϑΥϩʔ͕ͳ͔͕ͬͨෆຬʯͱݴΘΕͨ͜ͱ
Λड͚ࢭΊɺͦの͔ۀاޙΒೖډのଧΛड͚Δࡍɺ
͠ʹΜͩΒͲ͏ؚ͔Ίͯཪදͳ͘Λ͢ΔΑ͏ॅࡍ࣮
ͨɻ·ͨɺೖۀاͨ͠ډʹொ͔ΒΞϑλʔϑΥϩʔΛ
ʹؚΊ૬ஊͰのަྲྀਓؒؔ׆ੜࢲΑ͏ʹ͠ɺ͏ߦ
ΔΑ͏ʹ͍ͯ͠Δɻ

Վݝࢁに͓͚るαςϥイτΦϑΟεʢനொʣɺϫーέーγϣンのऔ

ίϥϜ COLUMN4

＊1	 ๛かなࣗવとݯࢿޫ؍Λ༗する白ொは、ا業のอཆとしͯ人ؾが͋り、白ொ୲者によると最ظにはඦ件Ҏ্のอཆॴが
存ࡏしͯいた。

ʪਤද�ɹനொ*5ϏδωスΦϑΟスのೖޱʫ

（ग़య）നொఏࢿڙྉ

Վݝࢁに͓͚るαςϥイτΦϑΟεʢനொʣɺϫーέーγϣンのऔコラム
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ೖۀاͨ͠ډɺਐग़ΛܾΊͨཁҼͱͯ͠ɺަ௨のศɺ௨৴ʢޙड़ʣʹՃ͑ɺொʹΑΔαϙʔτΛ͛ڍΔɻ
201�ɺࣜגձࣾηʔϧεϑΥʔεɾυοτίϜ͕ɺ201�ɺ/&$ιϦϡʔγϣϯΠϊϕʔλࣜגձ͕ࣾೖډ
ΛܾΊͨɻࣜגձࣾηʔϧεϑΥʔεɾυοτίϜのനΦϑΟεのτοϓͰ͋Δ٢ོੜࢯʹΑΔͱɺॴʹͱ
ΒΘΕͳ͍ಇ͖ํಇ͖ํվֵ͕നͰͲ͜·ͰͰ͖Δ͔ͯ͠ࢼΈ͔ͨͬͨɺ;Δ͞ͱςϨϫʔΫ͕ೖډの͖͔ͬ
͚ͱͳͬͨͱの͜ͱͰ͋Δɻനொٴͼೖۀاډ૯ল͕ਪਐ͢Δʮ;Δ͞ͱςϨϫʔΫਪਐのͨΊのҬ࣮ূ
ͱͯ͠શ໘తʹվڌ͞ΕɺΦϑΟε1֊෦のΛςϨϫʔΫ࠾ʹۀࣄʯʹԠืͨ͠ɻಉ�݄ʹಉۀࣄ
্ͨ͠Ͱ10݄ʹ։ॴΛܴ͑ͨɻ
༗໊ۀاのೖډʹΑΔ্໊ɺཌ201�ʮ;
Δ͞ͱςϨϫʔΫਪਐۀࣄʯͰのΦϑΟε2֊෦のվ
मɺࡦͱͯ͠のํੜಇ͖ํվֵͳͲのಈ͖͋
ΓɺαςϥΠτΦϑΟεの͕ߴ·ͬͨ͜ͱͱ͍͋
·ͬͯɺനொ*5ϏδωεΦϑΟε�ࣨͯ͢ຬ͕ࣨ
ଓ͖ɺ201��݄ʹୈ2ΦϑΟε͕ͨ͠ɻͦのୈ
2ΦϑΟεૣʑʹ�͕ࣨͯ͢ຬࣨͱͳΓ＊2ɺ�౩の
։ઃݕ౼͞Ε͍ͯΔʢ201��݄ࡏݱʣɻ
エ　サςラΠトΦフΟスೖऀډのʑのࣄとΒ͠
૯ͯ͡ɺೖऀډΫϥυίϯϐϡʔςΟϯάαʔϏ
εΛ׆༻͢Δ͜ͱʹΑΓผڌͱのؒͰͳ͘ࣄ
ΛਐΊ͍ͯΔɻ·ͨɺ౦ژͱൺͯ௨ؒ࣌ۈ͜Εʹ
͏ετϨε͕ݮΔͱͱʹɺझຯՈͱのؒ࣌ɺݩ
Ͱの׆ಈΛຬ٤͓ͯ͠Γɺ͜ΕΒ͕ۀʹྑ͍ӨڹΛ
༩͍͑ͯΔ͕͔͑͏͕Δɻ
ʢΞʣ/&$ιϦϡʔγϣϯΠϊϕʔλࣜגձࣾͷྫ
/&$ιϦϡʔγϣϯΠϊϕʔλࣜגձࣾɺγεςϜΠϯςάϨʔγϣϯۀࣄɺαʔϏεۀࣄɺج൫ιϑτΣ
Ξ։ൃۀࣄΛ͏ߦຊిࣜגؾձࣾʢ/&$ʣの100ˋࢠձࣾͰ͋Δɻࣾһ12000ਓҎ্Λ༴͠ɺຊ֤ʹڌ
Λ༗͢ΔɻനηϯλʔͰのओͳۀ༰ɺΠϯαΠυηʔϧε＊3ɺܥװجγεςϜのαϙʔτɺҬͰの࣮ূ
ϓϩδΣΫτʢΦͰޙड़ʣͰ͋Γɺ͜の΄͔ɺ·ͩ*$5Λಋೖ͍ͯ͠ͳ͍ҬのதখۀاΛରʹͨ͠ษڧձΛ։࠵
ͨ͠Γɺ/&$άϧʔϓΛؚΊͨ߹॓のͱͯ͠׆༻ͨ͠Γ͍ͯ͠Δɻ
നηϯλʔॴのࡕ
201�の։ࢯޗ৴ޱ
ॴ͔Βനηϯλʔʹۈ
͓ͯ͠Γɺͦのଞのϝ
ϯόʔɺനʹҠॅ͠
ͨऀɺ1ʙ2ؒఔന
ʹෝ͢Δऀɺ౦ژͱന
ͱΛৗతʹ͖ߦ来͠
ͭͭಇ͘ऀͱ༷ʑͳಇ͖
ํの͕͋ܗΔɻ
നηϯλʔͰϓϩ
δΣΫτཧΛํ͏ߦΛ
ྫʹͱΔͱɺҎલ౦ژͰۈ͍ͯͨ࣌͠ͱൺֱͯ͠ɺ௨͕ؒ࣌ۈ͘ͳΔ͜ͱʹΑΓ༦৯Ҏ߱のՈͱのؒ࣌֬
อͰ͖͍ͯΔͱの͜ͱͰ͋Δɻ
ʢΠʣηʔϧεϑΥʔεɾυοτコムࣜגձࣾ
ηʔϧεϑΥʔεɾυοτίϜɺ$3.ʢ٬ؔސཧʣΛத৺ͱͨ͠ΫϥυίϯϐϡʔςΟϯάαʔϏε

ʪਤද�ɹനۈ務ͱ౦ۈژ務のੜ׆ύλʔϯのൺֱʫ
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ۈ
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ۈ
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௨ۈ
��
.

ى
চ
�
࣌

վળɺಇ͖ํվֵݱԉɺࢧ+1
（ର໘）

௨ۈ
��
.

༦
��
.

༦
৯
自༝
ؒ࣌
��.

ब৸
࣌��

ى
চ
�
࣌
��

ே
��
.

ே
৯

௨
ۈ
5
.

վળɺಇ͖ํվֵݱԉɺࢧ+1
（ςϨϫʔΫ）

௨
ۈ
5
.

༦
৯

自༝
ؒ࣌
���.

ே
৯

ब৸
࣌��

ब৸

ब৸

（ग़య）/&$ιϦϡʔγϣϯΠϊϕʔλࣜגձ社ఏࢿڙྉ

＊2	 ୈ2オフィスには、ࡾඛॴ株式会社入ډし、ಉ社が٬ސとしͯいるا業の৽規事業の্ཱͪ͛に関する߹॓やݚमのϫーέー
γϣン向けのॴの提供ߦっͯいる。

＊3	 。うӦ業手法ߦಈΛ׆用しながらඇର໘でӦ業׆み٬にରしͯ、メールやి・Σブ会ٞπールなどΛࠐݟ

ʪਤද�ɹനொ*5ϏδωスΦϑΟスの༷ࢠʫ

（ग़య）/&$ιϦϡʔγϣϯΠϊϕʔλࣜגձ社ఏࢿڙྉ
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ʢ4aa4ɿ4oGtXaSF�aT�a�4FSWiDFʣΛఏ͢ڙΔάϩʔόϧۀاͰ͋Δɻຊ๏ਓͱͯࣜ͠גձࣾηʔϧεϑΥʔεɾ
υοτίϜ͕ઃཱ͞Ε͓ͯΓɺ౦ژɺ໊ݹɺେࡕɺԬʹՃ͑ɺനʹΦϑΟεΛઃ͚͍ͯΔɻ
നΦϑΟεͰのओͳۀ༰ɺΠϯαΠυηʔϧεͰ͋ΔɻಉࣾੈքతʹΠϯαΠυηʔϧεΛॏ͠ࢹ
͓ͯΓɺϚʔέςΟϯάͱӦۀͱのؒʹཱͪɺϚʔέςΟϯά͕औಘͨ͠ࠐݟΈ٬ʹରͯ͠ɺిϝʔϧɺ%.ͳ
ͲΛͯ͠ۦΞϓϩʔν͠ɺࠐݟΈ٬ΛӦۀ෦ʹҾ͖͙ܧׂΛ୲͏ɻ
ಉࣾࣗのϏδωεϞσϧΫϥυར༻Λલఏͱ͍ͯ͠Δ͜ͱɺ·ͨɺϏδϣϯɺՁɺํ๏ɺোٴͼج४＊4

Λ্෦ؚΊશࣾһ͕ఆΊΔ͜ͱͰ৫ͱͯ͠のҙࢥ౷ҰΛ࣮͍ͯ͠ݱΔ͜ͱ͋Γɺେ͔ࢢΒΕͯനͰಇ
͘͜ͱͰのେ͖ͳੜͣ͡ɺΉ͠Ζࠃのଞのڌͱൺֱͯ͠നΦϑΟεのํͰҊ͕݅20ˋଟ͍݁
Ռͱͳ͍ͬͯΔɻ
നΦϑΟεのτοϓͰ͋Δ٢ོੜࢯʹΑΔͱɺ౦ۈژͱൺֱͯ͠നͰΞτϓοτ্͕͢ΔཁҼͱ͠
ͯɺ௨͕ؒ࣌ۈॖ͞ΕετϨεͨͬ͜ݮͱɺ৫͕খ͍ࣾ͞һಉ࢜のίϛϡχέʔγϣϯ͕૿͑Δ͜ͱの΄
͔ɺࣾһ͕ಈػ͚Λ͍ͯͬߦΔ͜ͱɺऀࣄҙࣝΛͭ࣋͜ͱΛ͍ͯ͛ڍΔɻ
നΦϑΟεͰɺৗऀۈͰ͋Δॴଞ�໊のҬのҠॅऀʹՃ͑ɺ౦ژ͔Βرऀ͕�͔݄ؒෝͯ͠ɺಉ
ΦϑΟεͰۈ͍ͯ͠ΔɻҬのࣾձ׆ݙߩಈੵۃతʹ͓ͯͬߦΓɺݩのখதֶੜΛରʹͨ͠ϓϩάϥϛ
ϯάतۀɺ৬ମݧडೖΕɺࣾһʹΑΔ۽ݹಓのಓීͳͲΛ࣮͍ͯ͠ࢪΔɻҬのॅຽͱのڑ͕͍ۙɺࣗ
の׆ಈのԠ͕తʹ͔Γɺ͜Ε͕ࣄͰのಈػ͚ऀࣄҙࣝʹͭͳ͕͍ͬͯΔͱの͜ͱͰ͋Δɻ
Φ　ઌਐతな௨৴ωοトϫークと「ؔ人口」がੜΈ出すΠϊϕーション
നொのέʔεͰɺαςϥΠτΦϑΟεΛڌͱ͢Δ׆ۀࣄಈのΈͳΒͣɺઌਐతͳ௨৴ωοτϫʔΫɺʮؔ
Δ͜ͱ͞ΕΔɻ͖͋ͭͭىʯ͍͋·ͬͯɺҬൃのΠϊϕʔγϣϯ͕ޱਓ
ʢΞʣ௨৴ωοτϫʔΫ
αςϥΠτΦϑΟεのೖډɺ·ͨޙड़͢Δ͍͔ͭ͘のۀاのຊࣾのനҠసʹؔͯ͠ɺۀاの୲ऀ͔Β௨
৴ωοτϫʔΫのॆ࣮ΛཁҼの1ͭͱͯ͛͠ڍΔ͕͋Δɻ
ωοτϫʔΫのʮφʔࢄのҬܕࡂʢ/*$5ʣͱനொɺ201��݄ߏػڀݚ։ൃ๏ਓใ௨৴ڀݚཱࠃ
ϒωοτʯの࣮ূ࣮ݧΛ։5＊ͨ࢝͠ɻφʔϒωοτɺ࣌ࡂの௨৴ରࡦͱͯ͠ઃஔ͞Εͨ௨৴Ͱ͋Δ͕ɺฏ࣌
ར༻Ͱ͖Δ͜ͱɺηΩϡϦςΟ໘ॆ࣮͍ͯ͠Δ͜ͱͳͲのಛ͕͋Γɺࣗۀاの௨৴ʢඇৗ࣌のར༻ΛؚΉʣ
の΄͔ɺॅຽ͚ΞϓϦʮനϦϯΫʯޙड़͢ΔϫʔέʔγϣϯのۈଵཧͳͲのج൫ͱͯ͠ΘΕ͍ͯΔɻ
͜ΕΒのαʔϏεΞϓϦの։ൃʹɺલड़のαςϥΠτΦϑΟεのೖۀاډޙड़͢ΔനொʹҠసͨ͠ۀا
Θ͍ͬͯΔɻܞ
͜のΑ͏ͳઌਐతͳ௨৴ωοτϫʔΫɺҬൃのΠϊϕʔγϣϯのग़のج൫ͱͳΔ͜ͱ͕ظ͞Ε͍ͯΔɻ

ʢΠʣʮؔਓޱʯ
લड़のͱ͓ΓɺαςϥΠτΦϑΟεのਐग़ۀاɺ୯ʹ׆ۀࣄಈΛ͏ߦのΈͰͳ͘ɺੵۃతʹҬͱのؔ
ΛਂΊɺҬの׆ݙߩಈΛ͍ͯͬߦΔ͕ಛతͰ͋ΔɻαςϥΠτΦϑΟεͰۈ͢Δਓʑɺඞͣ͠ന
ொʹఆॅ͢ΔΘ͚Ͱͳ͍ͱ͑ߟΒΕΔ͕ɺ٬ޫ؍ग़ுऀのΑ͏ͳҰ࣌తͳ๚ऀʹൺΔͱɺҬͱのͭͳ͕
Γਂ͘ɺҬੑ׆Խのد༩େ͖͍ɻ͜のΑ͏ͳਓʑΛʮؔਓޱʯͱ͍͏ɻ
ॻʯʢ201�1݄ʣʹ͓͍ͯɺʮࠂձใ౼ݕの͋Γํʹؔ͢Δࡦࢪɺ૯লʮ͜Ε͔ΒのҠॅɾަྲྀޱਓؔ
ʱޱਓʱͰͳ͍ɺҬҬのਓʑͱଟ༷ʹؔΘΔऀͰ͋ΔʰؔޱతͳʰަྲྀਓظʱͰޱతͳʰఆॅਓظ
ʹண͢Δ͜ͱ͕ඞཁͰ͋Δʯͱ͞Ε͓ͯΓɺαςϥΠτΦϑΟεɺʮఆॅਓޱʯͱʮަྲྀਓޱʯのؒʹ͋Δʮؔ
͞Ε͍ͯΔɻظʯΛग़͢Δ͜ͱͰɺΠϊϕʔγϣϯのணՐͱͳΔ͜ͱ͕ޱਓ
ʢʣΠϊϕʔγϣϯ
͜͜·ͰͰऔΓ্͖͛ͯͨͱ͓Γɺਐग़ۀاʹΑΔ׆ۀࣄಈʹɺઌਐతͳ௨৴ωοτϫʔΫͱʮؔਓޱʯ͕
͍͋·ͬͯɺനொͰ༷ʑͳ*$5αʔϏεのఏڙ࣮ূ͕ߦΘΕ͓ͯΓɺ*$5Λʮج൫ۀ࢈ʯ＊6ͱͨ͠Πϊϕʔγϣ
ϯ͕͖͋ͭͭىΔͱ͑ݴΔɻ
લड़の΄͔ɺനொʹਐग़ͨ͠ۀاのྫͱͯ͠ɺࣜגձࣾϑϧ͕͋Δɻಉࣾɺ*o5ɺηΩϡϦςΟٴͼΤοδ

＊4	 ಉ社内では72M0Mとݺれ͓ͯり、7ision	7alues	Methods	obstacles	Measuresの಄จࣈΛとったの。
＊5	 https://www.nict.go.jp/press/2015/04/23-2.html
＊6	 ਖ਼೭『生産ੑ	ޡ解と真実』（2018年）では、サービス産業の生産ੑ向্にたΊには集ੵがඞཁで͋ること、EBPMのॏཁੑにͭ

いͯ৮れͭͭ、「ཱࣗՄで࣋ଓੑの͋るҬ経ࡁとするたΊには、֎からՔ͙ྗの͋る「ج൫産業」の存ࡏが不Մܽで͋る」
（P.217）としͯいる。
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ίϯϐϡʔςΟϯάαʔϏεΛఏ͢ڙΔۀاͰ͋ΓɺϑΟφϯγϟϧλΠϜζ͕ࣾൃදͨ͠ʮΞδΞのٸۀا
1000�ࣾʯʹϥϯΫΠϯ͢ΔͱͱʹɺιϑτόϯΫࣜגձࣾɺ/&$ٴͼηʔϧεϑΥʔεɾϕϯνϟʔζͱࢿ
ຊɾۀఏܞΛ͏ߦͳͲɺۙٸ͍ͯ͠Δɻલड़のφʔϒωοτのηΩϡϦςΟΤοδίϯϐϡʔςΟϯά
Λ୲͏΄͔ɺொのखͿΒޫ؍αʔϏεʹ༻͍ΔإೝূϒϩοΫνΣʔϯٕज़ఏ͢ڙΔɻ·ͨɺҿ৯άϧʔϓ
େखのࣜגձࣾTuC-imFɺʮനொୈ2*5ϏδωεΦϑΟεʯʹڌΛઃ͚ɺάϧʔϓళฮのൢചଅਐαϙʔτ
ͱͱʹɺࣾһ͕͜ͲಉͰಇ͚ΔΑ͏ͳ͏ߦΛۀʢ8FCϚʔέςΟϯάʣҿ৯ళの༧ۀ
Δɻ͍ͯͬߦ
͜の΄͔ɺՎ͔ݝࢁΒӡӦݖのৡΛड͚ͯ201��݄ΑΓೆلനۭߓのӡӦΛ͍ͯͬߦΔࣜגձࣾೆلന
ΤΞϙʔτɺࣜגձࣾϑϧͱのؒͰ*o5׆༻ʹؔ͢Δแׅ࿈ڠܞఆΛక݁͠ɺ*o5Λ׆༻ͨ͠Ҭのੑ׆Խ
ΑΓɺʮ*o5͓ͯͳ͠αʔʹܞͱの࿈ऀۀࣄͼҬのٴ$&/Δɻ·ͨɺ͍ͯ͠ࢦΛ্ੑ࢈ӡӦのมֵɾੜߓۭ
Ϗε࣮ূʯΛ͍ͯͬߦΔɻ͜のΑ͏ʹɺଞࣾͱ࿈ͭͭ͠ܞɺ*$5Λ׆༻͠ɺۭࢪߓઃのӡӦҬの13ʹͱͲ·Β
ͣɺҬʹਓΛݺͼࠐΉͨΊのΈͮ͘ΓҬのडೖମ੍ڧԽ͍ͯ͠ࢦΔɻ
ձࣾɺ201�12݄ɺຊࣾࣜגΦϑΟεΛനʹҠస͢Δಈ͖͞ΕΔɻΫΦϦςΟιϑτ͕ۀاɺʹߋ
Λ౦͔ژΒനொʹҠసͨ͠ɻಉࣾΫϥυαʔϏεͱύοέʔδιϑτΣΞの։ൃٴͼൢചۀΛओͳ
·ੜ͕༺ޏΓɺനொͰ�0ਓの͓ͯͬߦΔ͕։ൃനொʹ͋ΔຊࣾͰʹຊ෦ژ౦ۀͱ͓ͯ͠Γ＊7ɺӦۀࣄ
Εͨͱの͜ͱͰ͋Δɻ
γϦίϯόϨʔɺ͏ݴ·Ͱͳ͘ถࠃΧϦϑΥϧχΞभʹҐஔ͢Δଟ͘の*$5ؔ࿈の৽ۀاڵάϩʔόϧۀا
͕ूੵ͢ΔҬͰ͋Δ͕ɺനொの୲ऀɺ͜ΕΛͬͯ͡ொΛʮγϥίϯόϨʔʯͱݺΜͰ͓Γɺޙࠓ
のҬൃのΠϊϕʔγϣϯのൃల࣋ଓత͕ظ͞ΕΔɻ

2　ՎݝࢁがఏҊするϫーέーション＊8

Ξ　ϫーέーションと
ϫʔέʔγϣϯͱɺࣄʢ8oSLʣͱٳՋʢ7aDationʣͱΛΈ߹ΘͤͨޠͰ͋Δɻ*$5Λ׆༻͢Δ͜ͱʢς
ϨϫʔΫͳͲʣʹΑΓɺϦκʔτͳͲීஈの৬ͱҟͳΔॴͰࣄΛͭͭ͠ɺผのຢؒ࣌ଳʹٳՋऔ
ಘҬͳΒͰの׆ಈΛ͜͏ߦͱ͕ՄͱͳΔɻ
Π　Վݝࢁの取
ϫʔέʔγϣϯɺۀاɺݸਓɺҬͦΕͧΕʹϝϦοτ͕͋Δͱ͑ߟΒΕɺۀاʹͱͬͯࣾձతݙߩɺ従ۀһ
͕ϦϑϨογϡ͢Δ͜ͱͰのۀのΞτϓοτ্͕͢ΔՄੑɺͦͯ͠ҬͱのަྲྀʹΑͬͯੜ·ΕΔ৽ͨͳܨ
͕ΓҬݯࢿΛ׆༻ͨ͠ʮϩʔΧϧɾΠϊϕʔγϣϯʯのग़ՄੑɺݸਓʹͱͬͯϫʔΫϥΠϑόϥϯεのվ
ળɺҬʢߦؚΉʣʹͱͬͯࢢ෦のٕज़ਓ຺のҬのؐݩʮؔਓޱʯ૿ՃのՄੑ͕͛ڍΒΕΔɻ
ՎݝࢁͰɺのࡦಈɺ;Δ͞ͱςϨϫʔΫʹ͓͚Δന
ொのޭɺւ֎ʹ͓͚ΔϫʔέʔγϣϯのོΛड͚ɺϫʔέʔ
γϣϯΛਪਐ͍ͯ͠ΔɻਪਐʹͨͬͯɺϋʔυɺιϑτͦΕͧ
ΕʹՃ͑ɺબΕΔͨΊの֘Ҭಛ༗のັྗ͕ඞཁͱͳΔ͕ɺ·
ͣനΛλʔήοτの1ͭͱͭͭ͠Վݝࢁの*$5ɾަ௨ج൫؍
Δɻ͍͔ͯ͠׆Λݯࢿޫ
ՎݝࢁɺϫʔέʔγϣϯのීٴଅਐのͨΊɺϙʔλϧαΠτ
Λ࡞͠ɺϫʔέʔγϣϯ࣮ऀࢪʹඞཁͳಉݝのࢪઃɾઃඋϞ
σϧϓϥϯのใΛൃ৴͠＊9ɺΑΓԁͳࡏΛࢧԉ͍ͯ͠Δɻ
ʻఏڙใྫʼ
ɾϫʔέʔγϣϯମهݧϞσϧϓϥϯ
ɾ8iʵ'iεϙοτɺϫʔΫϓϨΠεのॴ
ɾશࠃのϫʔέʔγϣϯؔ࿈ใɹ

ʪਤද�ɹՎݝࢁのϫʔέʔγϣϯϙʔλϧαΠトʫ

（ग़య）Վ1(ݝࢁ

＊7	 ಉ社はυϩーンιリϡーγϣン関連事業ӦΜで͓り、υϩーンߨशとޙड़するϫーέーγϣンΛセットにしたϓランΛ提供しͯいる。
＊8	 本߲は、ఱ野「ϫーέーγϣンɿՎݝࢁから提Ҋする৽しいಇきํとํ生のܗ」（公ӹஂࡒ法人౷ܭใڀݚ開発センター発

https://waWe.pref.wakayama.lg.jp/020400/workation/indeY.html	P(ݝࢁͼՎٴ（事هࡌܝ2018年6月号「Τストレーラ」ߦ
Λجに࡞成しͯいる。

＊9	 https://waWe.pref.wakayama.lg.jp/020400/workation/indeY.html
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ʪਤද�ɹനٴͼՎࢁのັ力ʫ

ަ௨ େࡕத৺෦͔Β+3ຢは高ಓ࿏で�ʙؒ࣌�ఔ
Ӌాۭ͔ߓΒೆلനۭߓ·で��ศ��

॓ധॴ നは͔͘ݹΒのԹઘで͋Γଟ͘の॓ധࢪઃがଘࡏ

ಇ͘ॴ ϗςϧɺՎཱݝࢁใަྲྀηϯλʔɺനொୈ�*5ϏδωスΦϑΟスɺ֎෦向͚にϫʔΩϯάスϖʔスをఏڙするاݩ業ɺ
ஂମ

ޫ؍
Թઘɺ۽ݹಓɺ高ࢁɺೆ۽لδΦύʔΫ（ຊδΦύʔΫೝఆҬ）ɺ৯（ڕհྨɺϛΧϯや౧のՌथɺക）ɺάϦʔ
ϯπʔϦζϜ（業ମޫ؍ܕݧ）ɺԞफޫɾೆํ۽ೇɾلҏಙՈのྺ࢙上のҒ人ɺμΠϏϯάやγϡϊʔέϦϯάのϚ
ϦϯΞΫςΟϏςΟ

Ҭの׆ಈ 動׆ɺҬでのϘϥϯςΟΞަݟ業Ոͱのҙى業やҬ社ձاਗ਼ɺਐग़؛ಓのಓීɺւݹ۽

（ग़య）Վࢿݝࢁྉをجに૯務ল࡞

ՎݝࢁʹΑΔͱɺ࣏ࣗମϨϕϧͰϫʔέʔγϣϯΛਪਐͨ͠のՎ͕ݝࢁຊॳͰ͋Δɻਪਐ࢝͠Ίͨ201�
ɺͰϫʔέʔγϣϯのϑΥʔϥϜΛ։͠࠵ɺઌۦతʹϫʔέʔγϣϯΛ࣮͍ͯ͠ࢪΔํのߨԋΛ௨͡ϫʔ
έʔγϣϯの࣮ऀࢪͱͳΓ͏Δʹ13׆ಈΛͨͬߦɻ201�ʹɺݝͰϫʔέʔγϣϯΛݸͨͬߦਓʹର͠ɺ�
ສԁのྗڠඅΛࢧ͏ϫʔέʔγϣϯීٴଅਐۀࣄΛ࣮ͨ͠ࢪɻ͜Ε·ͰのऔͰɺΠϕϯττϥΠΞϧͰ
の୯ൃత࣮ࢪʹͱͲ·Δ͜ͱɺݩɾຽؒʹϊϋਓ຺͕ڞ༗͞Ε͍ͯͳ͍の՝͕͞Ε͍ͯͨ͜ͱΛ
౿·͑ɺ201�ʹϫʔέʔγϣϯηϛφʔΛ։͍ͯ͠࠵Δɻ͜Εɺࢢ෦ɺ֤ҬͦΕͧΕのؔऀʢ࣮ࢪଆɺ
डೖଆɺݣଆʣ͕ఆظతʹू·ΔΛઃ͚ΔのͰɺϫʔέʔγϣϯ͕ࣾձతͳಈ͖ͱͳΔΑ͏ͳֻ͚ૂͬ
͍ͯΔɻ
·ͨɺݝのϗʔϜϖʔδͰϫʔέʔγϣϯのϙʔλϧαΠτΛ։ઃ͍ͯ͠Δɻرऀ͔Βʮ۩ମతͳΠϝʔδ
͕༙͖ͮΒ͍ʯͱ͍͏ҙ͕ͨͬ͋͜ݟͱ౿·͑ɺϞσϧϓϥϯମهݧͳͲΛ͠ࡌܝɺίϯςϯπのॆ࣮Λਤͬ
͍ͯΔɻ

ʪਤද�ɹϫʔέʔγϣϯのスέδϡʔϧྫ（ιχοΫΨʔσϯ社）ʫ

（ग़య）ՎݝࢁϫʔέʔγϣϯϙʔλϧαΠト＊10

σδλϧԽのਐలʹΑΓɺ従来のΈؒ࣌ɾۭؒΛӽ͑৽ͨͳ߹͕ͤՄʹͳΔதͰɺϫʔέʔγϣϯΛ
௨͡ɺݸਓのϦϑϨογϡҬͰのମݧΛ௨͖ͨͮ͡ؾɺ·ͨҬのੑ׆Խ͕ਐΜͰ͍͘͜ͱ͕ظ͞ΕΔɻ

＊10	 https://waWe.pref.wakayama.lg.jp/020400/workation/18020800101.html

Վݝࢁに͓͚るαςϥイτΦϑΟεʢനொʣɺϫーέーγϣンのऔコラム
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1　接客業を取り巻く近年の情勢
（1）小売業における「Amazonエフェクト」の影響
ถωοτ௨ൢ࠷େखͰ͋ΔAma[on.DomʢΞϚκϯɾυοτɾίϜʣ͕Ҿ͖͢͜ىʮAma[onΤϑΣΫτʯɺ
ถࠃʹ͓͍ͯのΈͰͳ͘＊1ɺຊࠃのখചۀʹେ͖ͳӨڹΛٴ΅͍ͯ͠ΔͱݴΘΕ͍ͯΔ＊2ɻ
ʮAma[onΤϑΣΫτʯͱɺΞϚκϯɾυοτɾίϜのٸʹ͍༷ʑͳࢢͰਐ͍ͯ͠ߦΔࠞཚมֵͳͲ
のݱͰ͋Δɻফඅऀのߪങߦಈ͕࣮ళฮ͔ΒΦϯϥΠϯγϣοϐϯάͱҠͨ͜͠ߦͱͰɺถࠃのඦ՟ళ
γϣοϐϯάϞʔϧ͕ดʹ͍ࠐ·ΕΔͳͲɺطଘのถࠃのফඅؔ࿈ۀ͕ۀاѱԽגՁʹ͓ؕͬͯΓɺ
ಉࣾʹΑΔങऩ৽֦ۀࣄنେのӨڹଞのۀ࢈ʹٴΜͰ͍Δͱのࢦఠ͋Δ＊3ɻ
Πϯλʔωοτ্の৽ͨͳαʔϏε͕طଘۀاのଘଓʹӨڹΛ༩͑Δ͜͏ͨ͠σδλϧɾσΟεϥϓγϣϯ＊4

のରࡦɺ࣮ళฮʹ͓͚Δۓ٤の՝ͱ͍͑ΔͩΖ͏ɻ

（2）人口減少による働き手不足の問題
Ama[onΤϑΣΫτͱผʹɺਓݮޱগʹ
͏ಇ͖खෆۀ٬ʹେ͖ͳӨڹΛٴ΅
͍ͯ͠Δͱ͑ߟΒΕΔɻզ͕ࠃʹ͓͚Δ1ࡀ�
Ҏ্ࡀ��ະຬのੜ࢈ྸਓޱ1���Λ
ϐʔΫʹݮগ͕ଓ͖ɺ202�ʹ�00
ສਓɺ20�0ʹ2000ສਓ͕ɺͦΕͧΕ
201�ͱൺͯݮগ͢Δͱ͍ͬͨݟ௨͕͠ͳ
͞Ε͍ͯΔ＊5ɻ
͜のΑ͏ͳதظのτϨϯυʹՃ͑ɺۙ
のؾܠճ෮ٴͼޏ༻のվળͱ͍ͬͨظ
τϨϯυʹΑΓɺ࿑ಇधཁのߴ·ΓͱͦΕʹ
͏ਓखෆ֦͕ײେͭͭ͋͠Δɻಛʹ٬
ͱ͍͜ߴ͕ͱൺֱͯ͜͠のۀ࢈ଞのۀ
͕͔Δɻ·ͨਓखෆΛىҼͱͨ͠ళฮดళɾӦؒ࣌ۀॖͱ͍ͬͨಈ͋Γɺਓखෆܕの࢈ʹ͍ͭͯ
201�ա࠷ڈଟの݅ʹୡ͍ͯ͠Δ＊6ɻ

2　デジタル化が牽引する接客業の急激な変化
（1）デジタルトランスフォーメーションの広がり
ΦϯϥΠϯαʔϏεۀ࢈ʹΑΔσδλϧɾσΟεϥϓγϣϯɺಇ͖खෆͱ͍ͬͨʹ໘͍ͯ͠Δۀ٬
Ͱɺۙσδλϧٕज़Λੵۃతʹ׆༻͢ΔσδλϧτϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯʹΑΓੜ͖ΓΛਤΔͱ͍ͬͨಈ
Γͭͭ͋Δɻ͕ʹٸ͕͖
ΩϟογϡϨεܾࡁのଅਐɺϗςϧҿ৯ళʹ͓͚ΔडۀのA*ɾϩϘοτのಋೖɺখചళͰのηϧϑ
ϨδのಋೖͳͲɺσδλϧٕज़ಋೖのऔطʹਓʑʹͱͬͯۙͳのͱͳΓͭͭ͋Δɻಛʹ͜のΑ͏ͳࣗಈԽɾ
ແਓԽのऔΈの͏ͪɺηϧϑϨδʹ͍ͭͯɺ201�2݄࣌Ͱશମのೝ�ׂڧͱͳ͓ͬͯΓɺ͞Βʹར
のׂ߹�ׂʹୡ͍ͯ͠Δͱ͍͏ௐࠪ݁Ռ͋Δ＊7ɻऀݧܦ༺
201�͔ࠒΒɺηϧϑϨδのΑ͏ͳۀ٬のҰ෦ࣗಈԽͰͳ͘ɺ来ళऀのརศੑΛߴΊΔͨΊʹσδλϧ
τϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯΛਐΊΔళฮ͕ࠃ֎ʹ͓͍ͯొ࢝͠Ί͍ͯΔɻ

ʪਤද�ɹ࢈業ผະॆ足ٻ人ঢ়گʫ

Էച業ɺখച業

� � �� �� �� �� ��

॓ധ業ɺҿ৯αʔϏス業
ҩྍɺࢱ
業
ઃ業ݐ

ӡ༌業ɺ༣ศ業
ੜؔ׆࿈αʔϏス業ɺָޘ業

ใɺ௨৴業
ԉ業ࢧҭɺֶशڭ

ֶज़ڀݚɺઐɾٕज़αʔϏス業
不動࢈業ɺ品ି業
ෳ߹αʔϏス事業
ۚ༥業ɺอݥ業

����
����

����
����
����

���
���

���
���
���

���
���
���

（ສ人）

（ग़య）ްੜ࿑ಇল（����）「ฏ��上ޏظ༻動向ௐࠪ݁Ռ」をجに࡞

খചɾҿ৯ɾ॓ധۀ٬のデジタルイϊϕーγϣン͕Ҿ͖ܹٸ͢͜ىなม化

ίϥϜ COLUMN5

＊1	 『日経ビジネス』「オンラインゼミナール　米トイザラス破綻、日本の店はどう生き残る？」
	 （https://business.nikkei.com/atcl/report/15/110879/021900784/）
＊2	 『日経ビジネス』2018年11月5日号「千趣会、希望退職含む大規模リストラ　縮小均衡避けられるのか」
＊3	 野村証券　証券用語解説集（https://www.nomura.co.jp/terms/japan/a/A03130.html）
＊4	 「デジタル技術、またはデジタルサービス提供者により、既存の業界構造や業界秩序が破壊される。」といった事象のこと。
＊5	 内閣府（2018）「平成30年版高齢社会白書」
＊6	 株式会社東京商工リサーチ「2018年「人手不足」関連倒産、過去最多の387件発生、「求人難」型が1.7倍増と急増」2019年1月

10日公開（http://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20190110_01.html）
＊7	 株式会社インテージ「知るギャラリー　セルフレジはどこまで浸透したのか？～導入・利用実態と、消費者が感じるメリット・デメ

リット～」（https://www.intage.co.jp/gallery/self-checkout/）

খചɾҿ৯ɾ॓ധۀ٬のデジタルイϊϕーγϣン͕Ҿ͖ܹٸ͢͜ىなม化 コラム
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Ͱɺ201�1݄22ʹΞϚκϯɾυοτɾίϜ͕Ϩδのͳ͍ίϯϏχΤϯεετΞʠAma[on�(oʡの֎ࠃ
1߸ళΛถࠃγΞτϧͰҰൠফඅऀ͚ʹ։ళͨ͠ɻಉళεϚʔτϑΥϯɺΫϥυίϯϐϡʔςΟϯάɺA*ɺ
*o5ͱ͍ͬͨ৽͍͠σδλϧςΫϊϩδʔΛపఈ׆༻͢Δ͜ͱͰɺΛखʹऔͬͯήʔτΛ௨Δ͚ͩͰങ͕Ͱ͖
Δʠ+uTt�8aML�0utʡΛ࣮ͯ͠ݱΔ＊8ɻ
ձࣾʢ/&$ʣࣜגؾʹ͓͍ͯɺ201�12݄ʹຊిࠃ
のάϧʔϓձ͕ࣾೖ͍ͯ͠ډΔ౦ژのϏϧʹɺίϯϏχΤ
ϯεετΞʮηϒϯΠϨϒϯʯΛӡӦ͢ΔࣜגձࣾηϒϯʖΠ
Ϩϒϯɾδϟύϯٴͼ/&$͕ɺA*ʹΑΔإೝূγεςϜΛ༻͍
άϧʔϓࣾһ$&/ͨ͠ݱΈΛ࣮ϚʔέςΟϯάのࡁܾͨ
ళฮΛ։ઃͨ͠ɻಉళͰɺίϛϡχέʔγϣϯݧの࣮͚
ϩϘοτ͕来ళऀʹ͓͢͢ΊΛఏҊͨ͠Γɺ来ళऀのإը
૾͔Β来ళऀのଐੑΛਪଌ͠ɺͦΕΒʹԠͨ͡ࠂΛදࣔ
ͨ͠Γͱ͍ͬͨࣗಈϚʔέςΟϯάのΈ࣮͞Ε͍ͯ
Δ＊10ɻ

（2）新たな技術・サービスの創出
ͬͱɺ৽͍ٕ͠ज़ɾαʔϏεɺ従来のαʔϏεのସޮԽʹͱͲ·Δ͖Ͱͳ͍ɻσδλϧのੑ࣭
Λ׆༻͠ɺ৽ͨͳधཁΛੜΈग़͢͜ͱͰͦのਅՁ͕ൃ͞شΕΔɻࣔࠦతͳಈͱͯ͠ɺళฮͰのσδλϧԽΛϚʔ
έςΟϯάʹ׆༻͢Δಈ͛ڍ͕ΒΕΔɻݸʑの٬ސʹίϛϡχέʔγϣϯΛਤΔμΠϨΫτϚʔέςΟϯά
のख๏ɺΠϯλʔωοτൢച௨৴ൢചͳͲ͕ಘҙͱ͢Δख๏Ͱ͋Δ͕ɺA*のٕज़͕ਐల͖ͯͨ͜͠ͱʹΑΓɺ
ϑΟδΧϧۭؒʹ͓͍ͯ͜ΕΛϦΞϧλΠϜͰ࣮ࢪՄʹͰ͖Δͱظ͞ΕΔɻϑΟδΧϧۭؒʹ͓͚Δࣗಈμ
ΠϨΫτϚʔέςΟϯάのΈ͕࣮͢ݱΕɺ従来のϚεϚʔέςΟϯάͰ͑ߦͳ͔ͬͨݸผのɾαʔϏ
εΛɺ࠷దͳλʔήοτʹɺదͳॴͰɺదͳλΠϛϯάʹఏҊ͢Δ͜ͱ͕ՄͱͳΓɺΑΓޮతͳޮࠂ
ՌΛಘΔ͜ͱ͕ՄͱͳΔͩΖ͏ɻ
·ͨɺಉҰਓ͕来ళͨ͠ࡍʹͦの͜ͱΛࣝผ͠ɺళฮのಈઢաڈのߪങཤྺの༷ʑͳσʔλ͔ΒʮϦϐʔ
τੳʯΛٕ͏ߦज़࣮ূ࣮͕ݧਐΜͰ͍Δɻ͜͏ͨ͠ੳ͕ՄͱͳΕɺઌड़ͨ͠μΠϨΫτϚʔέςΟϯά
ۀاのൢചઓུʹཱͯΔ͜ͱ͕Ͱ͖Δͱظ͞Ε͍ͯΔ＊11ɻ

3　新たな技術・サービスによる課題解決と展望
ਓݮޱগʹΑΔਓखෆɺAma[onΤϑΣΫτɺσδλ
ϧɾσΟεϥϓγϣϯͱ͍ͬͨڴҖʹΑΔܧۀࣄଓϦεΫ૿
ՃのରԠɺʠAutomation2.0ʡͱ͍͏͖ۓ٤の՝
Ͱ͋Δͱ͑ߟΒΕΔɻ
Δɺʮ٬ϩϘοτʯʮηϧϑϨδʯʮແਓ͋ͭͭ͠ٴීࡏݱ
ళฮʯͱ͍ͬͨ*o5ɺA*ɺΫϥυίϯϐϡʔςΟϯάɺϩ
Ϙοτの࠷৽のςΫϊϩδʔΛͨ͠ۦʮσδλϧτϥϯ
εϑΥʔϝʔγϣϯʯɺ͜͏ͨ͠՝Λղܾ͢Δ্ͰޮՌ
తͳׂΛՌͨ͢͜ͱ͕ظ͞Ε͍ͯΔɻ͞ΒʹɺϚʔέ
ςΟϯάٕज़ͳͲࠓ·Ͱʹͳ͍৽ͨͳΠϊϕʔγϣϯのग़
ʹΑΓɺޮԽɾলਓԽ͚ͩͰͳ͘ɺαʔϏεۀ࢈のߴՃ
ՁԽΛਐΊ͍ͯ͘͜ͱ͕Ͱ͖Δͱظ͞ΕΔɻ

ʪਤද�ɹ"NB[PO�(Pのޫܠʫ

（ग़య）4JLBOEFS�*RCBM�$SFBUJWF�$PNNPOT（$$）
"UUSJCVUJPO�4IBSF�"MJLF�����*OUFSOBUJPOB＊9

ʪਤද�ɹ٬業が໘するʠ"VUPNBUJPO���ʡʫ

従来のAutomation(1.0)

Automation2.0

•「人件費削減」「品質の均一化」による競争力向上が目的
•（高コストな）正社員を代替する形で自動化

•（人手不足による）業務停止や事業破綻の回避が目的
•非正規社員を代替ないしは補完する形で自動化

（ग़య）૯務ল（����）「σδλϧ化によるੜ׆ɾಇ͖ํのӨڹに
ؔするௐࠪڀݚ」

＊8	 BUSINESS	INSIDER	JAPAN	鈴木淳也「驚きのコンビニ革命「Amazon	Go」のすごい仕組み、魔法のようなAI技術の真実」2018
年2月15日（https://www.businessinsider.jp/post-162108）

＊9	 https://commons.wikimedia.org/wiki/File:Amazon_Go_-_Seattle_(20180804111407).jpg
＊10	 ITmedia	NEWS「手ぶらで買い物できる“顔認証コンビニ”、セブン-イレブンとNECが都内で開始　オフィス向けに展開」2018年

12月18日（https://www.itmedia.co.jp/news/articles/1812/17/news113.html）
＊11	 Impress	BUSINESS	MEDIA「「無人コンビニには興味がない」セブン-イレブン初の省人型店舗とは？」2018年12月18日
	 （https://netshop.impress.co.jp/node/6058）

খചɾҿ৯ɾ॓ധۀ٬のデジタルイϊϕーγϣン͕Ҿ͖ܹٸ͢͜ىなม化コラム
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ޱ೭ॿࢯɺະ来༧ଌのୈҰਓऀͱͯ͠ੈքతʹ׆༂͠ɺক来͖ىΔ͜ͱ͕ࠐݟ·ΕΔܶతͳมԽΛੳɾ
ཧ͢ΔʮϝΨτϨϯυʯγϦʔζのஶऀͱͯ͠ΒΕΔɻ
ࢯޱʹΑΕɺΤϚʔδϯάॾࠃの಄͕ݦஶԽͨ͠2010લ͔ޙΒক来༧ଌʹؔ͢Δॻ੶͕࣍ʑͱൃ͞ߦΕ
ΔΑ͏ʹͳ͕ͬͨɺͦのଟ͕֤͘のઐՈʹΑͬͯॻ͔ΕͨのͰ͋ͬͨɻ͜ΕΒ͕ԣஅతʹ͍͖ͯىΔ
େ͖ͳมԽΛଊ͑Ε͍ͯͳ͍ͱͨ͡ײࢯޱɺʮͳΒ͕ࣗग़ͦ͏ʯͱۈ࣌Ί͍ͯͨۀاΛࣙΊɺ2ؒの
४උؒظΛ201ͯܦ�ʹॳ൛のʮϝΨτϨϯυʯΛग़൛ͨ͠ɻࢯޱのক来༧ଌɺ֎ɺҟのઐՈʹΑΔ
ະ来༧ଌのஶ100࡞Ҏ্ΛಡΈൺɺա͔ڈΒのมԽ͋ΒΏΔのมԽ͔Β๏ଇΛಋ͖ग़͍ͯ͠Δʹಛ͕
͋Δɻ
ͦのࢯޱɺσδλϧٕज़ޙࠓਓؒの৺ʹബ͠ɺେ͖ͳࣾձมֵΛͨΒ͢ͱઆ͘ɻσδλϧࡁܦのߋ
ͳΔਐԽʹΑΓɺਓؒの৺ͲのΑ͏ʹมΘΔの͔ɺ·ͨɺਓؒのۙະ来ͲのΑ͏ʹͳΔͱ͑ߟΒΕΔの͔ɺਘ
Ͷͨɻ

人と人のΠンターフェースがॏཁに
αʔϏεࡁܦ͕ۀ࢈のத৺ʹͳΔͱɺਓͱਓのΠϯλʔϑΣʔε͕ॏཁʹͳ͖ͬͯ·͢ɻྫ͑ɺঁੑҩࢣのํ
͕உੑҩࢣΑΓɺ୲͍ͯ͠Δऀױのࢮ࠶ೖӃ͕༗ҙʹ͍ͱ͍͏ถࠃͰのௐࠪ݁Ռ͕͋Γ·͢ɻऀױ
のઆ໌のํɺऀױのؾのͪ࣋Α͏ͳͲཁҼ͍Ζ͍Ζ͑ߟΒΕ·͕͢ɺঁੑҩࢣのํ͕ɺऀױͱΑΓྑͳ
ίϛϡχέʔγϣϯΛऔ͍ͬͯΔ͜ͱ͕ใ͞ࠂΕ͍ͯ·͢ɻ͠ํͰ݁Ռ͕ྑ͘ͳΔ͜ͱのҙٛେ͖͍Ͱ͠ΐ͏ɻ
A*Ͱସ͠ʹ͍͘ਓؒΒ͠͞ͱ͍͑ɺ͜Ε͔Βঁੑの࣌ͱ͍ΘΕΔのɺ͜の͔Β͔͠Ε·ͤΜɻ

ੜ·Εたとき͔Β*$5に接͍ͯ͠るएऀのྗをੜ͔す͜とがॏཁに
͜Ε͔Βの࣌ɺएऀ͕େࣄͰ͢ɻͲ͏ͯ͠ए͍ํ͕のࣹॠؒతͳஅのͰ༏Ε͍ͯ·͢ɻྫ͑ɺ
のFεϙʔπମྗʹؔͳָ͘͠ΊΔͱࢥΘΕ͕ͪͰ͕͢ɺࣹॠؒతͳஅΛඞཁͱ͢Δ͜ͱ͔Βɺएऀ
͕༗རͰ͋ΓɺτοϓϨϕϧのબख͕τοϓͰ͍ΒΕΔؒظطଘのεϙʔπΑΓΉ͠Ζ͍ͱ͍ΘΕ͍ͯ·͢ɻ
·ͨɺੜ·Εͨͱ͖͔Β*$5ʹ͍ͯ͠Δ͔ͦ͏Ͱͳ͍͔ʹΑͬͯํ͑ߟྗʹҧ͍͕ग़·͢ɻ͍ΘΏΔ

ʮχϡʔλΠϓʯʮνϧυϨϯʯΛ૾ͯ͠Βͬͯྑ͍͔͠Ε·ͤΜɻྸߴԽࣾձͰɺएऀのՁ͕૬ର
తʹߴ·Γ·͢ɻ৽ٕज़Λࣾձʹಋೖ͢Δͱੜ্͕͢ੑ࢈Δ߹Ͱɺए͍ਓ͕ҙܾࢥఆΛ͏ߦʹগͳ͗͢Δ
ࣾձͰɺ৽ٕज़Λ੍ͯ͠͠ن·͍͔Ͷ·ͤΜɻ

が問ΘΕる「Җݖ」ബ化͠ɺ͜Ε·Ͱのر人がಛఆのूஂとఴ͍͛ると͍͏֓೦がݸ
ࣾձ͕ΦʔϓϯʹͳΓɺूஂΑΓݸਓ͕େ͖ͳҙຯΛͭ࣋ͱͱʹɺݸਓ͕ಛఆのूஂͱఴ͍͛Δͱ͍͏֓
೦͕رബʹͳ͖ͬͯ·͢ɻݸਓ͕ಛఆのձࣾʹۈΊଓ͚ΔのͰͳ͘ɺϓϩδΣΫτ͝ͱʹू·ͬͯղ͠ࢄɺ·
ͨผのϓϩδΣΫτ͕ܗ͞ΕΔͱ͍ͬͨܗଶ͕૿͍͑ͯ͘Ͱ͠ΐ͏ɻ
৬のώΤϥϧΩʔ࣍ୈʹ࣌ʹ߹Θͳ͘ͳΓɺ͜Ε·ͰのݖҖͱԿͳの͔͕ΘΕΔ͜ͱʹͳ͖ͬͯ·͢ɻ
͍ΘΏΔϗϥΫϥγʔܦӦͰ͢Ͷɻ্࢘෦ԼのΒͳ͍ใΛͭ࣋͜ͱͰݖҖΛ͍ͯͬ࣋·͕ͨ͠ɺ͜のΑ͏ͳ
ʮใのඇରশੑʯ͕ͳ͘ͳ͍͔ͬͯ͘ΒͰ͢ɻ·ͨɺA*31Aのಋೖ͕ਐΉ͜ͱʹΑΓɺߴͳઐతࣝΛഎܠ
ʹͨ͠৬ۀのݖҖΘΕͯ͘ΔͰ͠ΐ͏ɻใΛൿಗ͢ΔΑΓΦʔϓϯʹ͢Δํ͕ΑΓେ͖ͳՁΛੜΉ͜ͱ
͔ΒɺใΛൿಗ͢Δ৫ɺੜੑ࢈Λ८Δઓ͍のதͰ࣍ୈʹ౫ଡ͞ΕΔͰ͠ΐ͏ɻ
ͦのͦのͰͦのਓのదੑɺྗɺΠϯηϯςΟϒΛ͏·͘Έ߹ΘͤΔΈΛࣾͨͬ࡞ձ͕͘ڧͳΓɺੜ
ΔͰ͠ΐ͏ɻࣾձਓʹͳͬͨͱ͖͔ΒϓϩδΣΫτϕʔεͰಇ͘͜ͱ͕ͨΓલのੈ͕૿͑ͯ͘Εɺຊ͖
େ͖͘มΘ͍ͬͯ͘Ͱ͠ΐ͏ɻۀا

ಛผインタビュー INTERVIEW

ձࣾ 盛之助ࣜג
ޱ೭ॿ�ද

川口盛之助氏インタビュー
―デジタル経済の更なる進化で人間の近未来はどのようになるのか―
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る·ߴのؔ৺がػɺのؔ͠決ఆとݾࣗ
従来のՁٸ͕؍ʹมΘ͖͍ͬͯͯΔΑ͏ʹ͍ࢥ·͢ɻྫ͑ɺݟ߹͍݁ࠗ1ੈͰܹ͠ݮ·ͨ͠ɻ·ͨɺඒ
༰ܗの߅গͳ͘ͳΓͭͭ͋Δͱ͍ࢥ·͢ɻ͋Δछのʮ߹ཧతʯͳஅΛ͏ߦΑ͏ʹͳͬͨのͰ͠ΐ͏ɻͦ
のҰํͰɺଁثҠ২ָ҆ࢮʹ͕͋߅Δਓଟ͍Ͱ͢ɻඒ༰ʹܗ༰ͳʮ߹ཧతʯஅ͕·ΔதͰɺͳ͔ͥ
ͱ͍͏͜ͱʹͳΓ·͕͢ɺ͜Εຊʹ͓͍ܾͯࣗݾఆ͕ेͰͳ͍͜ͱΛࣔ͢の͔͠Ε·ͤΜɻ
のຊͰࣗࠓΔΑ͏ʹͳΓ·͕ͨ͠ɺ͜Εɺ͚͔ݟΛΑ͘ɺʮਓԿのͨΊʹੜ͖Δの͔ʯͱ͍ͬͨۙ࠷
ɻ߹ཧ͢·͍ࢥ͕͍͜ͱʹͭͳ͕͍ͬͯΔͨΊͩͱΓ֬อ͞Ε͍ͯͳ͍͜ͱ͕ɺຊਓの·͕͋ݖఆܾݾ
తʹٻのͨΊʹͲ͏͢Δの͕Α͍͔͑ߟΔΑ͏ʹͳΔͱɺϚΠϯυϑϧωεᛉϒϨΠϯɾϚγϯɾΠϯ
λʔϑΣʔεʢ#.*ʣのΑ͏ʹɺのػΛͲ͏ߴΊΔ͔ʹର͢Δؔ৺͕ߴ·Γɺ͜ΕΒΛ͢ٻΔαʔϏεのधཁ
͕૿͢Ͱ͠ΐ͏ɻ͠ɺਓ͕͘ར༻͞ΕΔΑ͏ʹͳΓɺ·ͨɺԾʹϕʔγοΫΠϯΧϜͱ͍ͬͨの͕ಋ
ೖ͞ΕΕɺਓԿのͨΊʹੜ͖Δの͔Λ͏ඞཁ͕·͢·͢ߴ·Δ͜ͱ͕༧͞Ε·͢ɻۀاɺ従ۀһʹର͠
ΊΒΕΔΑ͏ʹͳΔͰ͠ΐ͏ɻٻΛڙͼのఏتのҙٛಇ͘͜ͱのࣄͯ

౷తな「५༉」「͍͍Ԙക」ҙຯをͭ࣋
৽͍͠Ձ؍ͱҧ͏のͰ͕͢ɺ͍ΘΏΔʮେࡕの͓ͪΌΜʯのΑ͏ͳϓογϡܕͰߦಈΛଅ͢Έ͕ɺݸ
ਓͱݸਓのؒの५༉のׂΛՌͨ͢͜ͱ͋ΔͰ͠ΐ͏ɻͨͩ͠ɺʮͩ·͞Εͨͱͯͬࢥ͖߹ͬͯΈʯͱݴΘΕɺ
ͦΕʹ従ͬͯྑ͍݁ՌʹͳΔ͜ͱͱɺ୯ͳΔٗͱΛΞϧΰϦζϜͰͲ͏۠ผ͢Δ͔ɺA*ͱͯ͠ඞཁͳػʹ
ͳͬͯ͘Δͱ͍ࢥ·͢ɻݸਓの৴༻ΛείΞϦϯά͢ΔγεςϜ͕ΧΪͱͳΓ·͢ɻ
·ͨɺຊਓ͕ϦεΫΛͱΓ͕ͨΒͳ͍എܠͱͯ͠ɺʮΛͱΓͨ͘ͳ͍ʯͱ͍͏৺͕͋Δͱ͍ࢥ·͢ɻຊ
ਓ႓ா໘Ͱ͕͢ɺిंのඵ୯ҐͰのΕʹ͍͠ݫͳͲɺւ֎͔ΒݟΕҟৗͳͱ͜Ζ͋Γ·͢ɻϦεΫΛͱ
ΒͣɺըҰతʹ͜͏ͱܾΊͯ͠·͑͋ΔҙຯָͰ͕͢ɺ߹ཧతʹͨ͑ߟʮ͍͍Ԙകʯ͕͋ΔͣͰ͢ɻ

ಛఆのͩけを͍ͬͯる͜とよりɺͭながりを͍ͬͯる͜とがՁをͭ࣋
ਓʹΑΓɺػのʮ֎෦ԽʯਐΉͰ͠ΐ͏ɻ͢ͳΘͪɺॻ͚Δࣈ͚ͨͬݮΕͲಡΊΔࣈ૿͑
ͨɺͱ͍͏Α͏ʹɺのهԱの͕ํ͍มΘ͖͍ͬͯͯ·͢ɻಛఆの͚ͩৄ͍ͬͯ͘͠ΔΑΓɺ৭ʑͳ
ͰͲ͜ʹԿ͕͋Δ͔Λ͓΅Ζ͛ʹͰ͍ͬͯͯɺ୭ʹΛฉ͚͍͍の͔Θ͔Δ͜ͱ͕ՁΛͭ࣋Α͏ʹͳΓ
·͢ɻ
ਓの৴༻ΛԽ͢Δಈ͖͕͋Γ·͕͢ɺͭͳ͕Γ͕͢͞Ճ͠ɺ༩৴ػΛͭ࣋ʮ՟ฎʯಉ༷ののʹਐԽ
͢ΔՄੑ͋Γ·͢ɻϓϥΠόγʔのʹ͍ͭͯɺ৽ٕज़͕ग़ͯ͘Δલの࣌Λ͍ͬͯΔਓ৺͠·͕͢ɺ
ͳ͍͔͠Ε·ͤΜɻ͠ʹؾのਓʑͦͦ࣌の࣍

શ人֨が人と人のΠンターフェース৴༻にؔΘるたΊɺΦンとΦフがҰମに
શਓ͕֨ਓͱਓのΠޙࠓͱϓϥΠϕʔτ͕͖ͬΓ͍ͯ͠·͕ͨ͠ɺࣄձͰɺΦϯͱΦϑ͢ͳΘͪࣾۀ
ϯλʔϑΣʔε৴༻ʹؔΘͬͯ͘ΔͨΊɺࣄͱϓϥΠϕʔτ͕ᕒવҰମͱͳΔͰ͠ΐ͏ɻͭ·Γɺࣄதʹϓ
ϥΠϕʔτͰ4/4Λ͜͏ͱ͕ɺ࣍のϓϩδΣΫτʹͭͳ͕Δ͔͠Ε·ͤΜɻ
ۀاไެʯͰ͋Γ·ͤΜɻຊͰɺࢲ͠Ε·ͤΜ͕ɺ͜Εʮ໓͔͏ࢥʹʹͳΔΑ͏࣌ͳݏͱ͏ݴ͏ͦ
の୲ऀ͕ࣗࣾのɾαʔϏεʹ͍ͭͯۤΛݴΘΕΔͱɺࣗのਓ֨Λ൱ఆ͞ΕͨΑ͏ʹ͡ײΔ͜ͱ͕͋Γ·
͢ɻ従ۀһۀاͱӡ໋ڞಉମʹͳΔඞཁͳ͘ɺۤΛ٬͏ݴͱҰॹʹͳͬͯձࣾʹվળΛٻΊΔ͙Β͍Ͱ͍͍ɻ
ਓ֨ΛۀاʹҰମԽ͓͖ͤͯ͞߹͍͢ΔͱɺࣗΛۤ͠ΊΔ͜ͱʹͳΓ·͢ɻࣗݾΛ্ཱ֬ͨ͠Ͱੑ͋Δγ
εςϜͱ͢Δ͜ͱ͕ɺݸਓの৺Λ҆Β͔ʹ͢Δ͜ͱʹͳΓ·͢ɻ
201�͔ΒΈͯ20͘ޙΒ͍のएऀɺ͕͑ߟมΘ͍ͬͯΔ͔͠Ε·ͤΜɻ1��0ʹi�moEF͕ొ͠
͙ͯ͢のࠒɺएऀ͕ʮ༑ਓ͕ࠓԿΛ͍ͯ͠Δ͔Θ͔Βͳ͍͜ͱ͕ෆ҆ʯͱ͏ݴͱɺ্のੈ͍ͨڻのͰ͕͢ɺ
201�ʹ4/4のීٴͰͦのΑ͏ͳൃݴͨΓલののʹͳ͍ͬͯ·͢ɻ৽ࠃڵ΄Ͳલੈのਓ͕ޱগͳ͘ɺ
従来のʮී௨のՁ؍ʯ͕ബ͍ͨΊɺ͕ࠓʮී௨ʯͰ͋Γɺͦの͜ͱ͕৽͍͠のΛੜΜͰ͍Δͱ͍ࢥ·͢ɻ
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S
o
c
i
e
t
y�

5・0
が
真
価
を
発
揮
す
る
た
め
に
何
が
必
要
か

第
2
章

令和元年版　情報通信白書　ୈ�෦214



をͲのよ͏にϚωジメント͍ͯ͠く͔がॏཁに࠽
͜Ε͔ΒのࡁܦɾࣾձͰɺఆۀܕのࣗಈԽ͕ਐΈɺੜੑ࢈େ͖͘ߴ·Γ·͢ɻ1ਓのಠతͳΞΠσΞ
Λ͏·͘Ϛωδϝϯτ͢ΔͨΊʹɺ࠽ͱ૿͑ΔͰ͠ΐ͏ɻ͜のΑ͏ͳͭ࣋͜Ҏ্のՁΛࣄ1000ਓの͕ࣄ
ϝδϟʔϦʔάのΑ͏ͳΈ͕༷ʑͳۀاͰٻΊΒΕ·͢ɻͭ·ΓɺҰ෦のఱ࠽ʹ৺Α͘ಇ͍ͯΒ͏͕
ඞཁʹͳΓ·͢ɻ
ಉ࣌ʹɺఱ࠽Ͱͳͯ͘ɺϩϯάςʔϧの෦Ͱ͏·͘ηάϝϯτΛ͚Εɺ୭Ͱͦのχονͳηάϝϯ
τͰʮਆʯʹͳΕΔՄੑ͕։͚·͢ɻ͜Ε·Ͱ͍͔ʹଟ༷ͳηάϝϯτ͕͋ͬͨͱͯ͠͏·͘ϚονϯάͰ
͖ͳ͔ͬͨの͕ɺσδλϧԽのਐలͰͰ͖ΔΑ͏ʹͳ͖͍ͬͯͯ·͢ɻ�(のීٴʹΑΓɺωοτϫʔΫ͕ΑΓߴ
ʹͳΕɺߋʹ৽ͨͳηάϝϯτ͕ൃ۷͞Ε͍ͯ͘Ͱ͠ΐ͏ɻ

を͑た๏ଇੑʹメタトϨンυ＊1をݟൈく͜とがॏཁに
Πϊϕʔγϣϯͱɺ͋ΔγʔϯͰੜ͍ͯ͡ΔϝΧχζϜ͕ɺଞのγʔϯͰ͍ͯͬ͜ىΔͱ͍͏ීวੑΛݟग़
͠ɺͦの๏ଇੑΛద༻͢Δ͜ͱͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻͦͯ͠ɺͦΕͧΕのγʔϯ͕ԕ͚Εԕ͍΄ͲΠϊϕʔςΟϒͰ
͋Γɺྫ͑ใ௨৴Ͱ͍ͯͬ͜ىΔ͜ͱ͕ੜܳज़Ͱ͍ͯͬ͜ىΕɺΑΓڵຯਂ͍のʹͳΓ·͢ɻ
͜の๏ଇੑ͕ɺϝλτϨϯυͰ͢ɻ
ͳΓɺͦのͨʹࣄൈ͚Δ͔Ͳ͏͔͕େݟͱͰɺࠜఈʹ͋Δಉ͡ྲྀΕͰ͋ΔϝλτϨϯυΛͭ࣋͜Λࢹઙ͘͘
ΊʹϩδοΫߏΛࣗͳΓʹ্ͨͬ࣋ͰɺৗのࣄΛղऍ͢Δश͕׳ඞཁͰ͢ɻใաଟͱ͍͑Δதʹ͋ͬ
ͯɺਓ͕ؒਓʹෛ͚ͳ͍ͨΊʹɺਓؒのح৺Ծઆ͕ߟࢥେࣄʹͳͬͯ͘ΔͰ͠ΐ͏ɻ

口�೭ॿ�（.oSJnoTVLF�,aXaHVDIJ）
Ξʔαʔŋ%ŋϦトͯܦॴを࡞՝ఔमྃɻཱ࢜෦ଔɺถΠϦϊΠେֶཧֶ෦मֶԠٛक़େֶܚձ社�೭ॿ代දɻࣜג

ϧにࢀըɻ֤छ業քのઓཱུҊϓϩδΣΫトにܞ͘ΘΓɺಉ社ΞιγΤʔトɾσΟϨΫλʔを務Ίͨのͪにɺࣜגձ社
೭ॿをઃཱɻࠃのΈなΒͣΞδΞɾத౦֤ࠃの͔ؔػΒのটᡈをड͚ɺΠϊϕʔγϣϯやϒϥϯσΟϯάにؔするコ
ϯαϧςΟϯάを͏ߦɻٕज़ͱΧϧνϟʔをମܥ的にඥ͚ͨϢχʔΫなํ๏をల։しɺஶ࡞「ΦλΫでঁのࢠなࠃのϞ
ϊͮ͘Γ」は「ܦ#J[5FDIਤॻ」をडɻੈք�͔ޠࠃに༁͞Εるɻۙஶ「ϝΨトϨϯυ」γϦʔζではɺਫ਼៛で
をϕʔスにしͨจ෦Պֶ؍なະདྷ༧ଌのํ๏をల։しɺϏδϣφϦストͱし֤ͯքで高いධՁをड͚るɻಉॻのੈքൣ
লのকདྷ社ձϏδϣϯࡦఆϓϩδΣΫトやɺ自༝ຽओౘの「ࠃՈઓུຊ෦」�に͓͚るϏδϣϯࡦఆなͲにܞΘるɻ ɹ
NPSJOPTLF�DPN

＊1	 「メタ」とは、「ؒ」や「」Λҙ味する಄語。

川口盛之助氏インタビュー ―デジタル経済の更なる進化で人間の近未来はどのようになるのか― コラム
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